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ごあいさつ

代表理事理事長
生 川　秀 治

経営管理委員会会長
谷 口　俊 二

　皆さまには、平素より三重県信用農業協同組合連合会 ( JA 三重信連 )をご利用、お引き立
ていただき誠にありがとうございます。
　さて、令和元年度の国内経済は、良好な雇用情勢や所得環境が個人消費を下支えしたこと
で、第３四半期までは緩やかな回復基調を維持したものの、年明け以降、我が国でも新型コ
ロナウイルスの感染が拡大し、世界経済の混乱や政府の行動自粛要請によって国内の経済活
動は急速に収縮しました。その後、緊急事態宣言の全面解除により、行動制限は段階的に緩
和されたものの、感染再拡大への警戒感が個人消費の回復を阻害するなど先行きが不透明な
状況が続いています。
　国内農業においては、東日本を縦断した台風 19号をはじめとする暴風・豪雨等の自然災
害により、農作物や農業施設に甚大な被害が生じるなか、TPP11・日欧 EPAに続き、日米
貿易協定が発効されたことで、農業経営への不安が一層の高まりをみました。一方で、農業
生産性の向上や農作業の省力化に向け、人工知能や情報通信技術などを活用したスマート農
業への積極的参入が相次ぎました。
　このような情勢のもと当会は、中期経営計画（令和元年度～令和３年度）の初年度として、
JAバンクが地域農業や地域振興に貢献できるよう、また地域の皆さまからのご信頼にお応
えできるよう金融商品・サービスの提供に注力してまいりました。
　この小冊子は、私どもの経営方針や最近の業績・経営内容などを、地域の皆さまにご案内
するために作成したものです。ご高覧いただき、当会に対するご理解を一層深めていただけ
れば幸いに存じます。
　今後も、県内各地域の JAとともにお客さまの利便性の向上に取り組みながら、県内農業
をはじめとする地域産業発展に向けて全力を傾ける所存でございますので、皆さまの一層の
ご支援・お引き立てを賜りますよう心よりお願い申し上げます。
� 令和２年 7月
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JA
市
町
段
階

経済事業
農畜産物の販売
農業用生産資材
生活用品購買 ほか

共済事業
生 命 共 済
建物更生共済
火 災 共 済 ほか

指導事業
農業経営
農業生産 ほか

信用事業
貯　　金
融　　資
為　　替 ほか

厚生事業
健 康 管 理
高齢者福祉
医 療 事 業※

※医療事業は厚生連が対応

県
段
階

全
国
段
階

全　農
三重県本部

全共連
三重県本部

JA
三重中央会

JA
三重信連

JA
三重厚生連

全　農 全共連 農林中金 全厚連

組 合 員・地 域 の 皆さま

JAバンク

JAバンク三重

全　中

　JAグループは、農産物の集荷・販売や生産資材などの供給を行う「経済事業」、共済（保険）業務を
行う「共済事業」、貯金や貸出等の業務を行う「信用事業」、各地域で農業者の皆さまに対する農業経
営の改善などの指導を行う「指導事業」などさまざまな事業を総合的に取り扱うJA（農業協同組合）と、
それぞれの事業を専門的に取り扱う県段階組織と全国段階組織により、構成しています。
　このうち、JAの信用事業部門と都道府県段階の「信用農業協同組合連合会（＝信連）」および全国段
階の「農林中央金庫（＝農林中金）」とで構成するグループの総称を「JAバンク」といいます。

■　ＪＡバンク三重のネットワーク

■　ＪＡグループの事業および組織構成

ＪＡ名 管轄地域

み え き た 桑名市、いなべ市、四日市市、木曽岬町、
東員町、川越町、朝日町、菰野町

鈴 鹿 鈴鹿市、亀山市、
四日市市鹿間町、同和無田町

津 安 芸 津市（旧津市、旧美里村、旧安濃町、
旧芸濃町、旧河芸町）

三 重 中 央 津市（旧久居市、旧一志町、旧白山町、
旧美杉村）

一 志 東 部 津市（旧香良洲町）、松阪市（旧三雲町、
旧嬉野町）

松 阪 松阪市（旧三雲町、旧嬉野町を除く）

多 気 郡 明和町、多気町、大台町

伊 勢
伊勢市、鳥羽市、志摩市、尾鷲市、
熊野市、玉城町、度会町、 南伊勢町、
大紀町、紀北町、御浜町、紀宝町

いがふるさと 伊賀市、名張市

三 重 信 連 三重県全域

（令和２年４月現在）
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便利
金融サービスの提供の充実

農林中金への指導権限の付与など

再編強化法…（農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律）

行　政 連携

安心
JAバンク会員の経営健全性確保

一体的事業運営
・実質的に一つの金融機関として機能
　するような運営システムの確立
・共同運営システムの利用
・全国どこでも統一された良質で高度
　な金融サービスの提供

破綻未然防止システム

・JA等の経営状況のモニタリング
・JA等に対する経営改善指導
・JAバンク支援基金等による
　資本注入などのサポート等

JA 信連
（JAバンク県本部）

農林中金
（JAバンク中央本部）

JAバンク基本方針

組合員・利用者

JA中央会 協力・連携

貯金保険機構 破綻時の支援

JAバンク支援協会 破綻未然防止の支援

系統債権管理
回収機構

不良債権の
管理・回収

　組合員・利用者から一層信頼され利用される信用事業を確立するために、「JAバンク基本方針」にも
とづき、JA・信連・農林中金が一体的に取り組む仕組みを「JAバンクシステム」といいます。
　この「JAバンクシステム」は、JAバンクの信頼性を確保する「破綻未然防止システム」と、スケー
ルメリットときめ細かい顧客接点を活かした金融サービス提供の充実 ・ 強化を目指す「一体的事業運
営」の２つの柱で成り立っています。

　JAバンクの健全性を確保し、JA等の
経営破綻を未然に防止するための制度
です。具体的には、JAの経営状況につ
いてチェック（モニタリング）を行い、
問題点を早期に発見、経営破綻に至ら
ないよう、早め早めに経営改善等を実
施、「JAバンク支援基金」等を活用し、
JAの経営健全性維持のために必要な資
本注入などの支援を行います。

　貯金保険制度とは、農水産業協同組
合が貯金等の払出しができなくなった
場合などに、貯金者等を保護し、また、
資金決済の確保を図ることによって、
信用秩序の維持に資することを目的と
する制度です。この制度は、銀行 ・ 信
金 ・信組・労金等が加入する「預金保
険制度」と同様の内容になっています。

破綻未然防止システム 貯金保険制度

プラス

　JAバンクでは、皆さまの大切な貯金をお守りするため、JAバンク独自の制度である「破綻未然防止
システム」と公的制度である「貯金保険制度」により「JAバンク・セーフティーネット」を構築して
います。この仕組みにより、組合員・利用者の皆さまに、安心をお届けします。

■　JAバンク・セーフティーネット

■　JAバンクシステム

JAバンクシステム
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　JAグループは、利潤の追求を第一義とする株式会社ではなく、人々が “絆” により連帯し助け合う「相
互扶助」の精神のもと、農家をはじめとする地域の組合員が一緒に協同して事業や活動をすることで、
一人ひとりの活動では得られない充実した経済的・文化的利益を得ることを第一の目的とする “協同組
合” 組織です。
　当会は、JAグループの一員として、県内各地域にあるJAの信用事業をサポートする県本部機能を担
うとともに、自らも農業・地域金融機関として県内全域にわたって金融サービスを提供する事業を行っ
ています。

　 当会は、次の「経営理念」を掲げて、日々の経営・業務に取り組んでいます。

当会は、

１．�「農と食」を基軸とするJAグループの一員として、県内農業をしっかりと支えるとともに、 
地域の活性化に貢献します。

２．�県下JAの信用事業の安定的かつ効率的な運営に向けて力を尽くし、県下JAの地域における 
存在感向上に貢献します。

３．�自らの社会的責任と公共的使命を認識し、 経営の自己責任原則のもと、健全かつ適切な事業 
運営に徹します。

４．職員が能力を十分に発揮できる働きがいのある職場をつくります。

■　経営理念

　当会は、10年後に目指す姿として、「長期ビジョン」を平成28年１月に策定し、その実現に向けて、
役職員が一丸となって取り組んでいます。

■　長期ビジョン

１．�大規模農業法人等のメインバンクとして高く支持されるとともに、地域産業の発展に貢献して
いると評価される金融機関

２．県下JA信用事業における支援役・牽引役として、必要不可欠であると評価され続ける組織

３．いかなる環境の変化にも耐え得る強固な財務基盤を有する金融機関

４．職員一人ひとりが仕事に誇りを持ち、働きがいを感じる職員満足度の高い組織

5 6
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　当会は、次の事項を重点課題とする「中期経営計画（令和元年度～令和３年度）」を策定し、その実現・
実践に取り組んでいます。

１．収益力の強化 
　■ 貸出残高の増強 
　■ 余裕金運用効率のさらなる向上 
　■ 収益増強とリスクのバランスに配慮した有価証券ポートフォリオの構築 
　■ 貸出および有価証券運用増強に応じた適切なリスク管理の実践 
　■ 業務のスリム化・合理化

２．県下JAバンクの農業金融機関としての存在感強化 
　■ 農業融資残高の伸長およびシェア向上 
　■ 担い手満足度の向上

３．JAバンク三重中期戦略（令和元年度～令和３年度）の完遂 
　■ 標記戦略にもとづく「本会実践・支援事項」の完遂 
　■ 県中央会連合会化にともなう新たな「JAバンク基本方針」に則った指導支援

■　中期経営計画

　JAバンク三重は、次の事項を基本方針および重点課題とする「JAバンク三重中期戦略（令和元年度
～令和３年度）」を策定し、その実現・実践に取り組んでいます。

■　JAバンク三重中期戦略

【基本方針】 
　�持続可能な収益構造を構築、“食・農”を基軸として地域からより一層必要とされる存在を目指す

１．農業金融の強化と地域活性化に向けた取組み 
　■ 農業メインバンク機能発揮による農業資金残高の伸長と農業者の成長支援 
　■ 地域農業を支えるパートナーとの関係深化

２．強固な顧客基盤の形成と事業量の確保 
　■ ローン利用者の拡大と貸出金残高の積上げ 
　■ 取引メイン化と調達コストを抑制した事業量の確保 
　■ 大口利用世帯との関係深化・取引深耕

３．事業運営態勢の再構築 
　■ 合理的・効率的な事業運営の実現と組合員等の利便性・満足度の維持・向上 
　■ 時代に要請される人材の育成 
　■ 内部管理態勢の強化と経営健全性の確保
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（単位：億円）〈貯金残高の推移〉

18,441
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19,429
19,95919,838

H28年度H27年度 H29年度 H30年度 R1年度
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（単位：億円）〈貸出金残高の推移〉
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（単位：億円）〈有価証券残高の推移〉
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　会員JAからの預り金を中心に前期比120
億円増加し、1兆9,959億円となりました。

　日本銀行の金融緩和政策の継続により、金利が引き続き低水準で推移するなか、令和元年度の業績は、
次のとおりとなりました。

　円貨建債券への投資のほか、株式、ETF、　
外貨建外債などへの分散投資により残高の
積み増しに取り組んだ結果、前期比687億
円増の8,037億円となりました。

　金融機関の貸出競争が熾烈化するなか、
県内農業法人をはじめとする企業等への積
極的な営業活動に取り組んだ結果、前期比
181億円増加し、2,382億円となりました。

■　貯金残高

■　有価証券残高

■　貸出金残高
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（単位：億円）〈損益の推移〉
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当期剰余金経営利益
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（単位：億円、％）〈自己資本額・自己資本比率の推移〉
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自己資本比率
H28年度H27年度 H29年度 H30年度 R1年度

1,104

18.16

15.81 14.64
13.94 13.14

1,103 1,094 1,241 1,259

　自己資本額は、前期比17億円増加し、
1,259億円となりましたが、運用資産残高
増強にともない、リスク・アセット額が増
加したことにより、自己資本比率は前期比
0.80ポイント低下の13.14%となりました。
　なお、同比率は、安全基準とされる国内
基準の4%、国際基準の8%を上回っており、
高い安全性・健全性を維持しています。

　貸出金および有価証券の残高増強を図っ
たものの、運用利回りが低下したことで、
経常利益は前期比8億円減少し、37億円と
なりました。また、当期剰余金は前期比6億
円減少し、30億円となりました。

■　自己資本額・自己資本比率

■　損益
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地域からの資金調達状況

◆預り先別貯金残高� （単位:百万円）

預り先 平成30年度 令和元年度

会員
Ｊ　　　Ａ 1,940,786 1,953,266

そ　の　他 29,046 27,720

会 員 以 外 14,007 14,929

合　　　計 1,983,840 1,995,916

（注）会員JAとは、総合JAをいいます。

地域への資金供給状況

◆貸出先別貸出金残高� （単位:百万円）

貸出先 平成30年度 令和元年度

会 員 等 13,186 12,537

地方公共団体 35,096 32,121

その他事業者 171,815 193,589

合　　　計 220,098 238,248

（注）　会員等とは、JAおよびＪＡの組合員等をいいます。

◆農業関係の貸出金残高（資金種類別）� （単位:百万円）

種　類 平成30年度 令和元年度

プロパー資金 9,261 8,873

農業制度資金 1,104 762

うち農業近代化資金 671 381

うちその他制度資金 433 380

合　　　計 10,365 9,635

(注)　１．�農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人および農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や、農産物の生産・加工・流通に関係する事業に
必要な資金等が該当します。

　　　２．�プロパー資金とは、当会原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。
　　　３．�農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補給等を行うことで当会が低利で融資するもの、③日本政

策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と②を対象としています。
　　　４．その他制度資金には、農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。

　当会は、三重県を事業区域とする地域金融機関として地域経済の活性化に取り組んでいます。当会
がお預かりしている資金の大半は、地域の皆さまが県内のJAにお預けいただいた大切な貯金です。そ
してこれらの資金は、農業関連法人をはじめとする地域の企業・団体や地方公共団体にご利用いただ
いています。

■　地域への資金供給等の状況
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　JAバンク三重では、“担い手金融リーダー ”を中心に、農業者への農業資金の融通はもとより、公的
支援制度や販路拡大先のご紹介、税理士などの外部専門家と連携した事業承継や法人化への相談対応
など、担い手の多様な経営ニーズに適切に対応できるよう取り組んでいます。
　また、農業者の課題解決に向けた相談対応力を強化するため、外部専門家等による担い手金融リー
ダー向けのコンサルティング研修を開催したほか、“JAバンク農業金融プランナー ”や“農業経営アドバ
イザー ”の資格取得を進めており、令和元年度末時点での有資格者総数は195名となりました。

　当会は、県内農畜産物やその加工品の消費拡大
を目的に、14回目を数える「みえの食マッチング・
展示交流会」（三重県等と共催）を、令和２年１
月に四日市市内で開催しました。当該交流会で
は、生産者や加工業者とバイヤーが一堂に会し、
100件を超える個別商談が繰り広げられました。
　このほか、当会が仲介役となり、お取引先企
業と系統団体との間、お取引先企業同士の間で
情報提供に取り組み、県産食材の販路拡大や同
食材を活かした商品開発等にかかる商談を115件
設営しました。

　JAバンク三重は、JAグループの一員として、「農業生産の拡大」「農業者の所得増大」の実現に向けて、
金融・非金融の両面から、地域農業の振興に資する取組みを行っています。

●　担い手のニーズに応えるための体制整備

●　ビジネスマッチングによる農畜産物の販路開拓支援

地域農業の発展への取組み

担い手の農業用ハウスへの訪問 担い手の牛舎への訪問

「みえの食マッチング・展示交流会」会場風景
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　JAバンクでは、農業経営を資金面でサポートできるよう農業資金をご利用いただいているお客さま
に対して「JAバンク利子補給事業」を実施しており、最長5年間、最大年1.0%の利子補給を行ってい
ます。本県では令和元年度において、約6,400万円の利子補給を行いました。
　さらにJAバンク三重では、農業経営資金や農業近代化資金の保証料の全額助成を実施し、令和元年
度において、約7,000万円の保証料助成を行いました。また、農業経営資金では、利子補給期間終了
後の2年間において、利子補給と同率の金利引き下げ措置を行っています。
　このほか、農業法人等の規模拡大や財務安定化をサポートするため、アグリビジネス投資育成株式
会社と連携し、資本供与の枠組みとして設けた「アグリシードファンド」の活用提案を行っています。

　JAバンク三重では、農業経営資金をはじめとしたプロパー資金、各種制度資金、日本政策金融公庫
資金等の的確な資金供給対応やコンサルティング機能の提供などを通じて、農業者の経営ニーズに応
じた支援に取り組んでいます。また、県下JAの各種イベント会場（JAまつり、農機具展示会）にお
いても農業資金の借入相談を行っています。このほか、農業経営者応援サイト「アグリウェブ」では、
農業経営に必要な基礎知識、先進事例などを配信しています。

　JAバンクでは、農業者の所得向上や地域農業の活性化を図るため、
県内25か所をはじめ全国のJAが運営する農畜産物直売所で「JAカー
ド利用代金割引サービス」を実施しています。
　このサービスは、JAカードでお支払いされた方を対象として、カー
ド利用代金請求時に、5%の割引を行うものです。

●　利子補給、保証料助成等による農業経営の支援

●　経営ニーズに応じた資金供給およびコンサルティング機能提供

●　農畜産物直売所の利用促進に向けた取組み
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　JAバンク三重では、地産地消の促進に向けた取組みとして、JA住宅ローンを新たに申し込まれ、キャ
ンペーンに応募された方全員に、三重県特産米「三銘柄新米セット」（三重のコシヒカリ、伊賀のコシ
ヒカリ、結びの神　各2キロの詰め合わせ）または三重県産和牛「しぐれ煮セット」のいずれかをプレ
ゼントしました。また、住宅ローンの借換シミュレーションを実施された方にもれなく「お米ギフト券」
を進呈しました。

　JAバンク三重では、令和元年7月に県内で発生したCSF患畜により影響を受けられた農業者の皆さま
を対象として、同月に資金相談窓口を設置したほか、令和元年8月からは殺処分等を実施した農業者の
皆さまの早期の経営再建等を支援すべく、三重県制度資金「CSF緊急対策資金」の取扱いを開始しました。

●　地産地消の促進に資する金融商品の提供

●　CSF（豚コレラ）発生への対応

　JAバンク三重では、新型コロナウイルス感染症により影響を受けられたお客さまを対象として、令
和2年3月に相談窓口を設置し、農業資金や住宅ローンの返済条件緩和等に関する相談体制を整備する
とともに、農業者の皆さまの資金繰りを支援するため、実質無利子化措置や保証料全額助成措置を講
じた資金の取扱いを開始しました。
　また、県産農畜産物の消費促進運動を展開するとともに、お取引先企業の農畜産物の役職員向け斡
旋などを通じた地元農畜産物の応援消費に取り組みました。

●　新型コロナウイルス感染症の影響拡大への対応
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　当会では、お取引先企業・団体の皆さまを会員とする「三重県信連浜木綿会」を通じて、毎年、著
名人や専門家を招いての講演会や会員同士の情報交換会の開催、視察研修の実施など、相互のビジネ
スチャンスを発掘する場の提供等を積極的に行っているほか、チャリティーオークション等を開催し、
社会福祉団体等に収益金を寄付するなど、社会貢献活動にも取り組んでいます。
　令和元年度においては、5月に株式会社リーダーシップコンサルティング代表（元スターバックスコー
ヒージャパン株式会社CEO）の岩田松雄氏を講師に招いての講演会を、同2年2月には、情報交換会お
よびチャリティーオークションを開催しました。なお、チャリティーオークション等による収益金は
三重こども食堂ネットワークに全額寄付しました。

　当会は、お取引先の太陽光発電事業やバイオマス発電事業を資金面からサポートし、地域における
再生可能エネルギー普及に向けた支援を行っています。

　JAバンク三重は、金融機能の提供にとどまらず、産業・環境・スポーツ・文化といった面でも地域
社会の活性化に寄与できるようさまざまな取組みを積極的に行っています。

●　取引先企業・団体間の交流の場の提供

●　再生可能エネルギー普及に向けた支援

地域産業の活性化・経営支援への取組み

●　コンサルティング機能の発揮等による地域企業の経営支援
　当会は、JAグループのネットワークを活用したビジネスマッチングによる販路拡大のサポートなど
に取り組むとともに、弁護士や公認会計士等の外部専門家との連携によるコンサルティング機能の提
供などにより、地域企業の経営支援に努めています。また、「金融円滑化にかかる基本方針」や「経営
者保証に関するガイドライン」に則り、安易に担保・保証に依存することなく、資金の円滑な供給に
努めています。

岩田氏による講演会 チャリティーオークション
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　JAバンク三重では、お客さまの年金・相続に関するお悩みをしっかりサポートするため、社会保険
労務士やファイナンシャルプランナーなどの専門家による無料相談会やセミナーをJA関連施設等で開
催しています。
　また、ご利用いただいている皆さまの暮らしの中で起こる様々な問題・悩みごとの解決に役立てて
いただこうと、弁護士による無料法律相談会を開催しています。

●　各種無料相談会の開催

● 「JAバンク子育て応援クラブ」により子育てを支援

●　利便性の高いキャッシュカードサービスの提供

●　スマートフォンアプリを活用した非対面金融サービスの提供

地域金融機関としての取組み

　JAバンク三重では、子育て世帯への支援の一環として、 
18歳以下のお子さまを養育する保護者の方々を対象とした優
遇商品“JAバンク子育て応援クラブ”を取り扱っています。
　入会時にご契約いただく“子育て応援定期積金”の利回りを養
育するお子さまの人数に応じて優遇するほか、受験料の振込手
数料無料化などの特典※をご用意しています。
※一部JAでは、商品名や特典内容が異なる場合があります。

　JAバンク三重のキャッシュカードは、全国約12,000台のJAバンクATMはもちろん、ATM提携等
により、「百五銀行」、「三重銀行」、「第三銀行」、「県内４信金」、「三菱UFJ銀行」、「ゆうちょ銀行」な
どの銀行ATMや「セブン銀行」、「イーネット」などのコンビニATMがご利用手数料“無料”※でご利用
いただけます。
※�ご利用時間帯によっては、時間外手数料が必要となる場合があります。 

詳しくは、「JAバンク三重」のホームページ（http://www.jamie.or.jp/jabanking/）等でご確認ください。

　JAバンクでは、キャッシュカードをお持ちであればスマートフォンから貯金残高や入出金明細を手
軽に確認できる「JAバンクアプリ」を取り扱っています。また、JAネットバンクをご利用されている
場合は、「マネーフォワード for JAバンク」から貯金残高や入出金明細の確認に加え、クレジットカー
ドの利用明細の一括管理が可能です。

JAバンクアプリ マネーフォワード for JAバンク
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●　誰もがご利用しやすい店舗づくり
　JAバンク三重では、誰もがより便利に安心してご利用いただけるよう、全店舗に携帯助聴器、簡易
筆談器、杖ホルダーなどを配備しています。ATMコーナーでは、車いすのお客さまも近づきやすいラ
ウンドボディ化や、目の不自由なお客さまも操作できる“音声案内システム”の導入など、より多くの
お客さまに安心してご利用いただける機能を備えたATMを導入しています。

　JAバンク三重では、振り込め詐欺をはじめとする特殊詐欺被害防止に向けて、注意喚起のチラシお
よびステッカーをATM等へ貼付しているほか、70歳以上のお客さまに「キャッシュカードのご出金限
度額引下げ」または「キャッシュカードのご利用停止」を勧奨しています。

●　特殊詐欺被害防止に向けた注意喚起活動

　JAバンク三重では、“三重の木”認証材を使用した建築住宅にかかるJA住宅ローンの金利優遇や、「三
重県交通安全協会会員証」、「SD（SAFE DRIVER）カード」、「三重とこわか健康応援カード」、「消防
団員カード」保有者に対するJAマイカーローンの金利優遇を通じ、県内の各団体における環境保全や
交通安全の啓蒙等に向けた活動を支援しています。

●　優遇金利ローンの取扱いによりさまざまな取組みをサポート

　JAバンク三重では、家電量販店や引越し業者と業務提携を行い、JA住宅ローンの新規ご利用者が当
該提携先で利用できるポイントや割引優待の特典を提供することで、お客さまの新生活（家電製品の
ご購入やお引越し）をサポートしています。

●　JA住宅ローンの新規利用者に対する新生活のサポート

　JAバンク三重では、BCP態勢整備の一環として、大規模災害等の発生時での信用事業の業務継続に
かかる実効性を高める観点から、JA間での相互連携等を想定した訓練を毎年実施しています。
　また、業務継続態勢の充実を図るため、大規模災害発生時のネットワーク保全を目的とした迂回中
継回線を整備しています。

●　大規模災害発生に備えてのＢＣＰ（事業継続計画）態勢の整備

●　金融移動店舗車両の導入
　JAバンクでは、大規模災害等の発生によりJAの店
舗やATMが被災した際に貯金の入出金などの金融業
務を取り扱うことができ、また通常時にはお客さま
の利便性を高めるため店舗のない地域にも金融イン
フラを提供できる移動店舗車両の導入を進めていま
す。当県では２台の移動店舗車両を導入しています。

導入している移動店舗車両
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●　「美し国三重市町対抗駅伝」等への協賛

●　「三重とこわか国体・三重とこわか大会」への協賛

●　小学生向け食農教育教材本の贈呈

　JAバンク三重は、「美し国三重市町対抗駅伝」に、第1回大会から特別協賛しています。この大会は、
市町間の交流促進ならびにスポーツに対する県民意識の高揚を目的に、各市町の小学生から社会人ま
で男女10人が1チームとなり、郷土の誇りを賭けて健脚を競う県内行政を挙げて開催するイベントで
す。令和2年2月16日（日）に開催された第13回大会においても、沿道警備の補助を担い大会運営の
一翼を担うとともに、応援チームの結成・配置などを通じて大会を盛り上げました。
　また、大会直前には、地元JAが管内の市町を訪れ、スポーツドリンク等を贈呈し、出場選手や関係
者を激励しました。
　このほか、地域のスポー
ツ振興を支援するため、伊
賀市に拠点を置く女子サッ
カークラブ「伊賀FCくノ一
三重」をオフィシャルスポン
サーとして応援しています。

　JAグループ三重は、令和3年秋に本県で開催予定の「三重とこわか国体（第76回国民体育大会）お
よび三重とこわか大会（第21回全国障碍者スポーツ大会）」が盛況に開催されることを祈念し、オフィ
シャルスポンサーとして企業協賛しています。

　JAバンクでは、「JAバンク食農教育応援事業」
として、子どもたちに食と農業の関わり等への理
解を深めてもらうことを目的に、地域の小学校や
特別支援学校に対して教材本を寄贈しました。

社会的貢献活動に関する取組み

美し国三重市町対抗駅伝のゴール前風景
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●　「第70回みえ県展」への協賛

●　その他の貢献活動

　JAバンク三重では、三重県の文化芸術の発展に資するため、「第70回みえ県展」に協賛し、令和元
年５月に開催された表彰式において、写真、工芸、洋画、日本画、彫刻および書の6部門の優秀作品に
対し、「for your Dream賞（賞状および副賞）」を贈呈しました。

　当会は、上記以外にも以下の活動を行っています。

＜公益財団法人三重ボランティア基金へ寄贈＞
　�社会福祉に役立てていただこうと、役職員から寄せられた使用済み切手・はがき等を公益財団法人

三重ボランティア基金へ寄贈しました。

＜社会福祉法人三重県社会福祉協議会へ寄贈＞
　�役職員から寄せられた食料品（米・缶詰・レトルト食品等）を、困窮者支援事業を行う社会福祉法

人三重県社会福祉協議会へ寄贈しました。

＜世界のこどもにワクチンを 日本委員会へ寄贈＞
　�役職員から寄せられたペットボトルキャップをNPO法人エコ・ワクチン協力会を経由しNPO法人「世

界のこどもにワクチンを 日本委員会」へ寄贈しました。

＜認定NPO法人三重いのちの電話協会へ寄贈＞
　�役職員から寄せられた生活雑貨を認定NPO法人三重いのちの電話協会へ寄贈しました。なお、寄贈

品は同協会が参加するフリーマーケットに出品され、収益金は同協会の活動資金に充てられます。

＜各種地域ネットワークへの加入＞
　�社会福祉ならびに地域貢献の一環として、次のネットワークに正会員・賛助会員として参加してい

ます。
　・三重いのちの電話協会　　　　　　　　　　・みえ次世代育成応援ネットワーク
　・スペシャルオリンピックス日本・三重　　　・チャイルドラインMIEネットワーク

＜特定非営利活動法人みえNPOネットワークセンターへの協賛＞
　�社会福祉貢献の一環として、「市民活動・ボランティアニュース」を発行する特定非営利活動法人み

えNPOネットワークセンターに協賛しています。

写真

彫刻

日本画

書

工芸 洋画
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　当会は、コンプライアンス重視の組織風土を確立するため、理事会の下にコンプライアンス委員会
を設置するなど、下図の体制を構築しています。

　当会では、コンプライアンスを経営上の最重要課題として位置付け、地域金融機関としての公共的
使命と社会的責任を果たすため、以下に掲げる「コンプライアンス基本方針」にもとづき、コンプラ
イアンス態勢の充実・強化に取り組んでいます。

■　コンプライアンスの取組み

コンプライアンス基本方針

１．当会の社会的責任と公共的使命を認識し、健全かつ適切な事業運営の徹底を図る。
２．ニーズに応じた質の高い金融サービス等の提供を通じて地域社会の発展に寄与する。
３．法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範を逸脱せず、公正な事業運営を行う。
４．反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、関係遮断を徹底する。
５．透明性の高い組織風土を構築し、地域社会とのコミュニケーションの充実を図る。
６．職員の人権尊重、個性発揮、少子高齢化支援のための環境形成に努める。
７．農業発展の寄与、省資源・省エネルギー活動を通じて環境問題に取り組む。
８．良き企業市民として、社会貢献活動への取り組みを図る。

コンプライアンス体制

　コンプライアンス体制　

顧
問
弁
護
士

付議・報告
指示

付議・報告
指示

報告・連絡 
指示・連絡 等

連絡・報告 等

報告
意見具申

連絡 等

ヘルプライン

報
告・連
絡

報
告

監査･調査

調査指示
報告

監査

監
事
会・常
勤
監
事

経営管理委員会

理事会・理事長

コンプライアンス委員会

統括部署［経営企画部］

各部署
コンプライアンス責任者 職員等

監
査
部
署﹇
監
査
部
﹈

（注）各部署には経営企画部・監査部を含む。
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　当会は、お客さまの利益が不当に害されることのないよう、農業協同組合法、金融商品取引法およ
び関係するガイドラインにもとづき、利益相反するおそれのある取引を適切に管理するため、以下に
掲げる「利益相反管理方針」により体制を整備しています。

　当会は、農業協同組合法その他関連法令等により営む事業の利用者の正当な利益の保護と利便の確
保のため、以下に掲げる「利用者保護等管理方針」にもとづき、利用者の保護と利便の向上に向けて
継続的な取組みを行っています。

■　利用者保護等の取組み

■　利益相反管理の取組み

利用者保護等管理方針
１．�利用者に対する取引または金融商品の説明（経営相談

等をはじめとした金融円滑化の観点からの説明を含
む。）および情報提供を適切にかつ十分に行います。

２．�利用者からの相談・苦情等については、公正・迅速・
誠実に対応（経営相談等をはじめとした金融円滑化の
観点からの対応を含む。）し、利用者の理解と信頼が得
られるよう適切かつ十分に対応します。

３．�利用者に関する情報については、法令等に基づく適正
かつ適法な手段による取得ならびに情報の紛失、漏洩
および不正利用等の防止のための必要かつ適切な措置
を講じます。

４．�当会が行う事業を外部に委託するにあたっては、利用
者情報の管理や利用者への対応が適切に行われるよう
努めます。

５．�当会との取引に伴い、当会の利用者の利益が不当に害
されることのないよう、利益相反管理のための態勢整
備に努めます。

利益相反管理方針
１．対象取引の範囲
　�本方針の対象となる「利益相反のおそれのある取引」は、

当会の行う信用事業関連業務または金融商品関連業務に
かかるお客さまとの取引であって、お客様の利益を不当
に害するおそれのある取引をいいます。

２．利益相反のおそれのある取引の類型
　�「利益相反のおそれのある取引」の類型としては、以下に

掲げるものが考えられます。
　（１）お客さまと当会の間の利益が相反する類型
　（２）�当会の「お客さまと他のお客さま」との間の利益が

相反する類型

３．利益相反のおそれのある取引の特定の方法
　�利益相反のおそれのある取引の特定は、以下のとおり行

います。
　（１）�利益相反のおそれのある取引について、利益相反管

理統括部署があらかじめ類型化します。
　（２）�各部署においては、取引を行う際に、当該取引が利

益相反のおそれのある取引として類型化された取引
に該当するか確認します。

　（３）�利益相反のおそれのある取引に該当すると判断した
場合は、利益相反管理統括部署に報告します。

　（４）�各部署で、利益相反のおそれのある取引に該当する
か判断しかねる場合、または、類型には該当しない
が利益相反のおそれのある取引に該当すると疑われ
る場合は、利益相反管理統括部署に相談します。

　（５）�利益相反管理統括部署は各部署からの相談を受けて、
各部署と協議のうえ（必要に応じて関係部署と協
議）、当該取引が利益相反のおそれのある取引であ
るかの特定を行います。

４．利益相反の管理の方法
　�当会は、利益相反のおそれのある取引を特定した場合に

ついて、次に掲げる方法により当該お客さまの保護を適
正に確保いたします。

　（１）�対象取引を行う部門と当該お客さまとの取引を行う
部門を分離する方法

　（２）�対象取引または当該お客さまとの取引の条件もしく
は方法を変更し、または中止する方法

　（３）�対象取引に伴い、当該お客さまの利益が不当に害さ
れるおそれがあることについて、当該お客さまに適
切に開示する方法（ただし、当会が負う守秘義務に
違反しない場合に限ります。）

　（４）その他対象取引を適切に管理するための方法

５．利益相反のおそれのある取引の記録および保存
　�利益相反の特定およびその管理のために行った措置につ

いては、当会で定める内部規則に基づき適切に記録し、
保存いたします。

６．利益相反管理体制
　（１）�当会は、利益相反のおそれのある取引の特定および

利益相反管理に関する当会全体の管理体制を統括す
るための利益相反管理統括部署およびその統括者を
定めます。この統括部署は、営業部門からの影響を
受けないものとします。また、当会の役職員に対し、
本方針および本方針を踏まえた内部規則等に関する
研修を実施し、利益相反管理についての周知徹底に
努めます。

　（２）�利益相反管理統括者は、本方針にそって、利益相反
のおそれのある取引の特定および利益相反管理を実
施するとともに、その有効性を定期的に適切に検証
し、改善いたします。

７．利益相反管理体制の検証等
　�当会は、本方針に基づく利益相反管理体制について、そ

の適切性および有効性を定期的に検証し、必要に応じて
見直しを行います。
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　当会では、お客さまからのご相談および苦情等には、次のとおり対応しています。
また、公正・中立的な第三者機関として設置している「一般社団法人JAバンク相談所」でも、ご相談・
苦情をお受けしています。

　苦情などのお申し出については当会が対応いたしますが、お客さまが外部の紛争解決機関を利用し
て解決を図ることを希望される場合は、紛争解決措置として次の弁護士会を利用できます。利用に際
しては、当会の相談・苦情等受付窓口または一般社団法人JAバンク相談所にお申し出ください。なお、
愛知県弁護士会紛争解決センターには、直接お申し立ていただくことも可能です。

■　金融ADR制度への対応

苦情処理措置の概要　

紛争解決措置の概要

１．�相談・苦情等の申し出があった場合、これを誠実に受け付け、迅速かつ適切に対応するとともに、その対応
について、必要に応じて会内で協議し、相談・苦情等の迅速な解決に努めます。

２．�相談・苦情等への対応にあたっては、お客さまのお気持ちへの配慮を忘れずに、できるだけお客さまにご理解・
ご納得いただけるよう努めます。

３．�受け付けた相談・苦情等については、定期的に当会経営陣に報告するとともに、会内において情報共有化を
推進し、苦情処理の態勢の改善や苦情等の再発防止策・未然防止策に活用します。

受付窓口 当会の相談・苦情等受付窓口（総務部） 一般社団法人ＪＡバンク相談所

電話番号 ０５９－２２９－９０２３ ０３－６８３７－１３５９

受付時間 午前９時～午後５時
（金融機関の休日を除く）

午前９時～午後５時（金融機関の休日を除く）
※県内の各ＪＡの信用事業に関するご相談・苦情は、

一般社団法人ＪＡバンク相談所でお受けします。

〔外部の紛争解決機関〕
弁護士会名 電話番号

愛知県弁護士会紛争解決センター ０５２－２０３－１７７７

民間総合調停センター（大阪府） 一般社団法人JAバンク相談所を通じてのご利用となります。

相談・苦情等

利用者サポート等管理部署（総務部）
（相談・苦情等受付窓口）

紛争の場合

弁護士会仲裁センター等

一般社団法人ＪＡバンク相談所

相談・苦情等 お客様への
個別の対応

相談・苦情等

紛争解決の
申し立て

〈凡例〉
報告・連絡
相談・協議
指示・調査

お客さま

各部
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■　お客さま本位の業務運営にかかる取組み
　JAグループは、食と農を基軸として地域に根ざした協同組合として、助け合いの精神のもとに、持
続可能な農業と豊かで暮らしやすい地域社会の実現を理念として掲げています。
　当会では、この理念のもと、金融庁より公表された「顧客本位の業務運営に関する原則」を採択す
るとともに、利用者の皆さまの安定的な資産形成に貢献するため、以下に掲げる「お客さま本位の業
務運営に関する取組方針」を制定しています。

　当会は、貯金、投資信託その他の金融商品の販売等の勧誘にあたっては、以下に掲げる「金融商品
の勧誘方針」にもとづき、お客さまに対して適正な勧誘を行います。

■　金融商品の勧誘

金融商品の勧誘方針

１．お客さまの投資目的、知識、経験、財産の状況および意向を考慮のうえ、適切な金融商品の勧誘と情報の提供を行います。

２．お客さまに対し、商品内容や当該商品のリスク内容など重要な事項を十分に理解していただくよう努めます。

３．�不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供するなど、お客さまの誤解を招くような説明は
行いません。

４．電話や訪問による勧誘は、お客さまのご都合に合わせて行うよう努めます。

５．お客さまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実に努めます。

６．販売・勧誘に関するお客さまからのご質問やご照会については、適切な対応に努めます。

お客さま本位の業務運営に関する取組方針
１．お客さまへの最適な商品提供
　�お客さまに提供する金融商品は、特定の投資運用会社に偏ることなく、社会情勢や手数料の水準等も踏まえたうえで、お

客さまの多様なニーズにお応えできるものを選定します。

２．お客さま本位のご提案と情報提供
　（１）お客さまの金融知識・経験・財産、ニーズや目的に合わせて、お客様にふさわしい商品をご提案いたします。
　（２）�お客さまの投資判断に資するよう、商品のリスク特性・手数料等の重要な事項について分かりやすくご説明し、必要

な情報を十分にご提供します。
　（３）�お客さまにご負担いただく手数料について、お客さまの投資判断に資するように、丁寧かつ分かりやすい説明に努め

ます。

３．利益相反の適切な管理
　�お客さまへの商品選定や情報提供にあたり、お客さまの利益を不当に害することがないように、「利益相反管理方針」に基

づき適切に管理します。

４．お客さま本位の業務運営を実現するための人材の育成と態勢の構築
　�研修による指導や資格取得の推進を通じて高度な専門性を有し誠実・公正な業務を行うことができる人材を育成し、お客

さま本位の業務運営を実現するための態勢を構築します。
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■　�マネー・ローンダリング等および反社会的勢力等への対応にかかる取組み

　当会は、利用者等の皆さまの個人情報および個人番号等（以下「個人情報等」といいます。）を正し
く取り扱うことが当会の事業活動の基本であり社会的責務であることを認識し、以下に掲げる「個人
情報保護方針」にもとづき、適切な保護と利用に努めています。

　当会は、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与等の金融サービスの濫用の防止、反社会的勢
力および金融機能の不正利用者との関係遮断、ならびに金融機能の不正利用の防止について、以下の
とおり「マネー・ローンダリング等および反社会的勢力等への対応に関する基本方針」にもとづき、
適切な対応に取り組んでいます。

■　個人情報保護の取組み

個人情報保護方針
１．関係法令等の遵守
　�当会は、利用者等の個人情報等を適正に取り扱うために、
「個人情報の保護に関する法律」（以下「個人情報保護法」
といいます。）および「行政手続における特定の個人を識
別するための番号の利用等に関する法律」（以下「番号法」
といいます。）をはじめとする関係法令・ガイドライン等
に加え、本保護方針に定めた事項および当会の諸規程を
誠実に遵守します。

２．利用目的
　�当会は、利用者等の個人情報等の取扱いにおいて、利用

目的をできる限り特定したうえで、ご本人の個人情報等
を取得するに当たっては、その利用目的を通知、公表ま
たは明示するとともに、その利用目的の達成に必要な範
囲内において、これを取り扱います。なお、番号法にお
ける個人番号等の利用等、特定の個人情報等の利用目的
が法令等に基づき別途限定されている場合には、当該利
用目的以外での取扱いはいたしません。

　�当会の個人情報等の利用目的は、当会に掲示するととも
に、ホームページ等に掲載しております。

３．適正な取得
　�当会は、個人情報等を取得する際には、適正かつ適法な

手段で取得いたします。
４．安全管理措置
　�当会は、取り扱う個人情報等を利用目的の範囲内で正確

かつ最新の内容に保つよう努めるとともに、漏えい等を
防止するため、安全管理に関する必要かつ適切な措置を
講じ、従業者および委託先（再委託先等も含みます。）を
適正に監督します。

５．第三者への提供
　�当会は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あ

らかじめご本人の同意を得ることなく、個人情報を第三者に
提供しません。なお、個人番号等につきましては、番号法に限
定的に明記された場合を除き、第三者に提供いたしません。

６．機微（センシティブ）情報の取扱い
　�当会は、ご本人の機微（センシティブ）情報（金融分野

における個人情報保護に関するガイドラインで定める情
報をいいます。）につきましては、法令等に基づく場合や
業務遂行上必要な範囲においてご本人の同意をいただい
た場合などの同ガイドラインに掲げる場合を除き、取得・
利用・第三者提供はいたしません。

７．匿名加工情報の取扱い
　�当会は、匿名加工情報（個人情報を個人情報の区分に応

じて定められた措置を講じて特定の個人を識別すること
ができないように加工して得られる個人に関する情報で
あって、当該個人情報を復元して特定の個人を再識別す
ることができないようにしたものをいいます。）の取扱い
につきましては、関係法令・ガイドライン等に則して、
安全管理に関する必要かつ適切な措置を講じます。

８．開示・訂正等、利用停止等
　�当会は、保有個人データにつき、法令に基づきご本人か

らの開示・訂正等および利用停止等のお申し出につきま
しては、迅速かつ適切に応じます。

９．継続的な改善
　�当会は、取り扱う個人情報等の保護のための取組みを継

続的に見直し、その改善に努めます。
10．苦情・ご意見・ご要望のお申し出
　�当会の個人情報等の取扱いに関する苦情・ご意見・ご要

望につきましては、誠実かつ迅速に対応します。当会の
個人情報等の取扱いに関する苦情・ご意見・ご要望につ
きましては、次の窓口までお申し出ください。

　　〒514‒0004　三重県津市栄町一丁目960番地
　　三重県信用農業協同組合連合会　総務部
　　TEL　059‒229‒9023

マネー・ローンダリング等および反社会的勢力等への対応に関する基本方針

１．�当会は、実効的なマネー・ローンダリング等防止を実施するため、自らが直面しているリスクを適時・適切に特定・評価し、
リスクに見合った低減措置を講じます。

２．当会は、反社会的勢力等には取引関係を含めて排除の姿勢をもって対応し、その不当要求は断固として拒絶します。

３．当会は、反社会的勢力等に対しては、役職員の安全を確保しつつ組織的に対応します。

４．�当会は、警察、公益財団法人暴力追放三重県民センター、弁護士など、反社会的勢力等を排除するための各種活動を行っ
ている外部専門機関等と密接な連携をもって、反社会的勢力等と対決します。

５．当会は、金融機能の不正利用による顧客への被害が発生した場合は、被害者救済など必要な対応を講じます。
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　リスク管理事項の協議・決定を行う会議体として、経営管理委員会・理事会はもとより、リスク管
理委員会、ALM委員会を設置するとともに、その決定事項にもとづき各部門が業務執行にあたってい
ます。
　また、融資取引および市場関連取引に関しては、牽制機能を確保するため、取引執行を行うフロン
トオフィスと事務処理を行うバックオフィスを分離するとともに、リスク管理統括部門がミドルオフィ
スとして信用・市場リスク関係の業務執行等をモニタリングしています。
　さらに、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般にわたる管理および各部門の業
務の遂行状況を内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検証・評価し、その結果にもとづく制度お
よび業務の改善・合理化への助言・提言等を行い、業務運営の適切性の維持・改善に努めています。

　当会では、より健全性の高い経営を確保し皆さまからのご信頼を得るために、直面するさまざまな
リスクに適切に対応できるよう「リスク管理基本方針」を策定しています。この基本方針にもとづき、
収益とリスクの適切な管理などを通じて、リスク管理態勢の充実・強化に努めています。
　また、情報の管理については「情報資産管理方針（セキュリティポリシー）」において、紛失、改ざん、
漏洩等を防止するための基本的な考え方を明らかにするとともに、これにもとづき具体的な安全対策
と管理体制を定め、このルールの下で厳格に管理を行っています。

■　リスク管理の取組み

リスク管理体制

監事会

監査部

付議・報告
指示・連絡

付議・報告

経営管理委員会

各部門

融資･市場関連取引

理事会

ミドルオフィス

フロントオフィス

バックオフィス

リスク管理委員会 ＡＬＭ委員会

協議・決定
の会議体

リスク管理
統括部門

内部監査部門

事務管理部
（システムリスク）

経営企画部
（リスク全般）

業務執行
部門 牽制

融資･市場関連取引

　リスク管理体制　
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リスク管理方法
　当会では、業務執行上で発生するリスクについて、その特性に応じた管理方法を定めています。

【主要リスクの管理方法】

リスク特性 主要リスク リスク内容 管理方法

収益発生を意図
し能動的に取得
するリスク

市場リスク

金利・株価・為替等の
変動により保有資産・
負債の価格が変動し損
失を被るリスク

◦�金利感応度分析等のALM手法にもとづき、資産・負債
両面での総合管理を行う。

◦�有価証券運用では、運用目的とそれに応じた運用限度
額を定めるとともに、ロスカットルールを設定し遵守
する。

信用リスク

信用供与先の財務状況
悪化などにより、元金
や利息の回収が困難と
なるリスク

◦�与信先の経営状況や証券の外部格付けを注視する。
◦�内部格付制度にもとづく与信限度額や貸出基準金利を

設定し適正なポートフォリオ管理を行う。
◦�業種、与信額、金利条件等の偏在によるリスク集中の

有無を管理し分散を図る。

流動性
リスク

資金調達が困難となり
取引の決済に支障をき
たしたり、市場混乱な
どにより正常な有価証
券取引ができなくなる
等により損失を被るリ
スク

◦�会員JAなどの資金動向を的確に把握するとともに、資
金不足時の事前対応策を設定する。

◦�有価証券の換金にあたっては、時価や売買レートが極
端に不利な状況となっていないか市場動向のモニタリ
ングを行う。

業務執行に伴い
受動的に発生す
るリスク
(オペレーショ
ナルリスク)

事務リスク

当会の役職員が誠実な
事務を怠る、あるいは
事故・不正を起こすこ
とにより損失を被るリ
スク

◦�定期的な自己点検の実施はもとより、システム手当・
要領・マニュアル等の整備に努めるとともに、研修充
実により処理方法・手順の徹底を図る。

◦�事務ミスが発生した場合は、発生原因を究明し改善を
図る。

システム
リスク

コンピュータシステム
のダウンまたは誤作動
等、システムの不備・
不正使用等により損失
を被るリスク

◦�セキュリティポリシー等に従い、コンピュータシステ
ムの安全対策を講じる。

◦�システム障害に備えた対応計画を策定し、業務の継続
と迅速な復旧が可能となるよう対応する。

情報漏洩
リスク

セキュリティポリシー
が遵守されずに情報が
漏洩することに伴うリ
スク

◦�役職員に対するコンプライアンスや情報セキュリティ
教育を実施するとともに、風評等の発生も予想しなが
ら早急に対策を講じる。

◦�情報漏洩等が発生した場合および漏洩の懸念がある場
合、迅速かつ適切に対応する。

風評リスク
（レピュテー
ションリスク）

世評・評判等から組織
の信頼性が損なわれ、
損失を被るまたは得ら
れる利益を失うリスク

◦�当会に関する風説・風評の早期発見に努めるとともに、
緊急度・影響度等の視点にもとづく適切な対応を行う。

◦�メディアへの的確な情報開示や関係団体との連絡を密
に行い、事態の早期収拾を図る。
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　当会は、経営者保証に関するガイドライン研究会（全国銀行協会および日本商工会議所が事務局）
が公表した「経営者保証に関するガイドライン」を踏まえ、本ガイドラインを尊重し、遵守するため
の態勢整備を実施しています。
　引き続き、お客さまと保証契約を締結する場合、また、保証人のお客さまが本ガイドラインに則し
た保証債務の整理を申し立てられた場合は、本ガイドラインにもとづき、誠実な対応に努めていきます。

　当会は、農業およびその関連産業をはじめとする地域産業の振興ならびに地域社会の活性化・発展
等に寄与することを最も重要な役割のひとつとして位置付け、貸出をはじめ全ての与信に関する規範
として、以下に掲げる「与信に関する基本方針（クレジットポリシー）」にもとづき貸出先の財務面・
技術力および成長性などの総合的な視点や安易に担保・保証に依存することなく、資金の円滑な供給
に取り組むなど、貸出業務の適正な遂行に努めています。また、営業部門から独立した審査部門を設
置し内部牽制機能を確保するとともに、貸出先の業況 ・財務内容等の状況を常に把握するなどによっ
て、貸倒れなどのリスクを管理・抑制しお客さまの信頼に応えるよう努めています。

■　「経営者保証に関するガイドライン」への対応について

■　貸出基本方針

与信に関する基本方針（クレジットポリシー）
１．与信は次に掲げる事項を基本方針として行うものとする。

（１）�農協法はじめ与信業務に関連する法令および会内諸規
程等を遵守し、社会的規範にもとることなく、誠実か
つ公正な与信を行う。

（２）�与信を行おうとする先の業種・業歴・関係法人の実態
等を十分調査し、本会の使命および公共性・社会的責
任の観点から、その適格性を確認した上で与信を行う。

（３）�リスクとリターンを適正に評価・判断し、安定的な収
益が確保できる与信を行う。

（４）�与信限度額の設定により特定の業種・グループ・取引
先への与信集中防止を図るとともに、資金の流動性に
配慮した与信を行う。

２．�与信の中でも貸出については、上記の与信全般に関す
る基本方針に加え次の基本方針の下に行うものとする。

（１）�貸出先と本会の双方の成長・発展に資する貸出を行う
ことを旨とし、社会的正義に反する貸出、社会通念上
許されない貸出、投機的資金への貸出および返済不能
を糊塗する貸出等は行ってはならない。 

（２）�貸出金額・貸出期間・返済方法については、資金使途
や返済財源を十分に調査・把握した上で、必要かつ妥
当な金額、適正な期間・方法を設定する。なお、長期
の貸出にあたっては、資金の固定化を避けるため分割
返済を基本とする。

（３）�担保価値や保証能力の評価は保守的なスタンスで臨む
こととするが、安易に担保・保証に依存した貸出は行
わない。

（４）�職制規程にもとづき貸出の審査・決定を適正に行うこ
ととし、営業部門から独立した審査部門において二次
審査を行い、健全な相互牽制を確保する。

（５）�業況・財務内容等にもとづき貸出先の状況を把握し、
内部格付制度によりその評価を行うことにより信用リ
スク管理を適切に行う。

（６）�貸出契約およびこれにともなう担保・保証契約の締結
にあたっては、契約相手に対し適切な説明を行う。

（７）�経営者保証に依存しない貸出の一層の促進を図るとと
もに、原則として経営者以外の第三者の個人連帯保証
を求めない。
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　当会は、農業者の協同組織金融機関の一員として、「健全な事業を営む農業者をはじめとする地域の
お客さまに対して必要な資金を円滑に供給していくこと」を最も重要な役割のひとつとして位置付け、
当会の担う公共性と社会的責任を強く認識し、以下に掲げる「金融円滑化にかかる基本方針」にもと
づき、その適切な業務の遂行に向け取り組んでいます。

■　金融円滑化への取組み

金融円滑化にかかる基本方針
１．�当会は、お客さまからの新規貸付や貸付条件の変更等

の申込みがあった場合には、お客さまの特性および事
業の状況を勘案しつつ、できる限り柔軟に対応するよ
う努めます。

２．�当会は、上記のお申込があった場合、お客さまの経験
等に応じた説明および情報提供を適切かつ十分に行う
ように努めるとともに、お断りさせていただく場合に
は、その理由を可能な限り具体的かつ丁寧に説明する
よう努めます。

３．�当会は、上記１.および２.の対応等を行うにあたり、他
の金融機関や日本政策金融公庫、住宅金融支援機構、
三重県農業信用基金協会、三重県農協信用保証セン
ター、地域経済活性化支援機構、特定認証紛争解決事
業者等との緊密な連携を図るよう努めます。また、こ
れらの関係機関等から照会を受けた場合は、守秘義務
に留意しつつ、お客さまの同意を前提に情報交換しつ
つ連携に努めます。

４．�当会は、事業を営むお客さまからの経営相談に積極的
かつきめ細かく取り組み、お客さまの経営改善に向け
た取組みをご支援できるよう努めます。�  
また研修等により、上記取組みの対応能力の向上に努
めます。

５．�当会は、お客さまからの、新規融資や貸付条件の変更
等のご相談・お申込に対する問合せ、相談、要望およ
び苦情については、公正・迅速・誠実に対応し、お客
さまの理解と信頼が得られるよう努めます。

６．�当会は、お客さまからの前掲のご相談・お申込みに対し、
円滑に措置をとることが出来るよう、次の体制を整備
いたしております。

（１）�理事長以下、理事・部長等で構成する「企画会議」にて、
金融円滑化にかかる対応を一元的に管理し、組織横断
的に協議します。

（２）�貸出担当理事を「管理責任者」とし、当会全体におけ
る金融円滑化の方針や施策の徹底に努めます。

（３）�貸出関連部門である農業金融部の部長を「管理担当者」
とし、当該部門内における金融円滑化の方針や施策の
徹底に努めます。

７．�当会は、本方針にもとづく金融円滑化管理態勢について、
その適切性および有効性を定期的に検証し、必要に応
じて見直しを行います。

　当会は、「金融円滑化にかかる基本方針」にもとづき整備した下図の体制のもと、貸出取引先の皆さ
まのより円滑な経営改善等に関し、その改善計画策定と策定後の進捗管理にかかる相談をはじめ、そ
の取組みをでき得る限り支援します。このために、弁護士・公認会計士等の外部専門家との連携によ
るコンサルティング機能の発揮や営業担当者の能力向上に努めています。

貸出取引先の経営改善・再生に関する支援体制

※�当会では、金融円滑化態勢整備にかかる企画、推進および進捗管理に関する事項については、理事長以下、理事・部長等で構成する企
画会議で協議し、その結果等を理事会に報告しています。お客さまからのお申込みのあった再建・支援を目的とする案件については、
全理事・貸出関連およびコンプライアンス統括部門等の部長を委員とするALM委員会の協議を経てその対応を決定することとしていま
す。また、これらの申込案件に対する対応結果については、全理事が認知し得るような仕組みを講じています。

【総務部】
ご意見受付窓口

実務統括部門【農業金融部】
管理担当者

ご相談受付窓口

理
　
　
事
　
　
会

企
　
画
　
会
　
議

理
　
　
事
　
　
長
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）
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⃝ 貯金等窓口業務
　�　当座貯金や普通貯金、各種定期貯金などさ

まざまな貯金商品を取り扱っています。
　�　また、日本銀行歳入復代理店をはじめ、三

重県の収納代理金融機関として、各種税金等
の収納事務も行っています。その他にも、皆
さまの資産運用ニーズにお応えするため、投
資信託・国債の窓口販売を行っています。

⃝ 貸出業務
　�　三重県内に事務所（事業所・営業所・工場

など）を有する農業法人・企業等の皆さまの
経営ニーズに応じた資金をご融資しています。
とりわけ農業面では、経営規模の拡大や生産
効率の向上、６次産業化への参入などの多様
な経営ニーズにお応えできるよう、農業近代
化資金、農業経営改善促進資金（スーパー S
資金）などの制度資金をはじめ豊富な資金メ
ニューを取り揃えています。

　�　このほか、日本政策金融公庫や住宅金融支
援機構などの各種公的資金の取扱いも行って
います。

⃝ 資金運用業務
　�　貸出金として運用している以外の資金につ

いては、安全性・流動性を重視し、農林中央
金庫への預金や国債をはじめとする債券への
投資などにより安全かつ効率運用に努めてい
ます。

⃝ 為替・決済業務
　�　全国銀行内国為替制度（全銀データ通信シ

ステム）加盟の金融機関として、全国のJA・
銀行・信用金庫等への振込・送金や代金取立
などを取り扱っています。また、給与振込・
年金振込等の口座振込、公共料金等の口座振
替、各種クレジットカードの代金決済等の取
扱いも行っています。

⃝ JAの指導・支援業務
　�　地域の皆さまへ質の高い金融サービスを提

供できるよう、県下JAの金融機能拡充に向け
た新たな商品・サービスの企画・開発やイン
ターネット等を活用した積極的な情報発信を
行っています。さらに、研修会の実施等を通
じて、お客さまの生活設計・資産形成に関す
るご相談に的確に対応し得る人材の育成に取
り組んでいます。

　�　また、JAバンク県本部として、県下JAにお
ける内部管理態勢の強化や経営健全性の確保
に向けた指導支援を行っています。
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■貯金� （令和２年４月現在）

種　　類 期　　間 預け入れ額 仕組み・特徴など

当 座 貯 金

定めなし １円以上

小切手や手形のお支払いのための貯金です。お利息は
つきません。

普 通 貯 金
出し入れ自由の貯金で、給料や年金の自動受け取り、
公共料金などの自動支払い口座としてご使用いただけ
ます。

普 通 貯 金
（ 決　 済　 用 ）

上記普通貯金と同様ですが、お利息はつきません。（貯
金保険制度において全額保護の対象となっています。）

通 知 貯 金
定めなし

ただし、7日以上の
据置期間が必要

５万円以上 短期間の運用に適しています。

スーパー定期貯金
１か月以上５年以内

1,000円以上
自由に預入期間を設定いただけます。

大 口 定 期 貯 金 1,000万円以上

期日指定定期貯金 １年以上３年以内 1,000円以上
300万円未満 １年複利で、１年経過後はいつでもお引出しできます。

積 立 定 期 貯 金 ６か月以上 1,000円以上 期間を定めて積み立てる方式と期間を定めずに積み立
てる方式の２種類があり、途中でお引出しもできます。

一 般 財 形 貯 金 ３年以上

1円以上 毎月の給料やボーナスから天引きして積み立てます。
財形年金と財形住宅は合計550万円まで非課税です。財 形 年 金 貯 金

５年以上
財 形 住 宅 貯 金

譲 渡 性 貯 金 ７日以上５年以内 1,000万円以上 大口資金の運用に適しており、満期日前に譲渡するこ
とができます。

■国債・投資信託
種　　類 内　　　容

国 債 国が発行する債券である国債については、長期利付国債（10年）、中期利付国債（2年・5年）、
個人向け国債（3年・5年・10年）の窓口販売を行っています。

投 資 信 託 投資信託については、投資目的、投資経験やリスク許容度に応じて商品選択できるよう、日本
国内外の債券、株式、不動産など様々なファンドの窓口販売を行っています。

■貸出
種　　類 資金使途 対　象　者 融資・返済期間 担保・保証

農

業

資

金

農 業 経 営 資 金 農業経営に必要な設備資金など
県内に事務所や
事業所を有する
農業法人・農業者

ご相談に応じて
決定しております。

農 業 近 代 化 資 金 農業経営に必要な設備資金

農業経営改善資金
（スーパーＳ資金） 農業経営に必要な運転資金

事 業 資 金 運転資金・設備資金など 県内に事業所等を
有する法人など

受

託

資

金

日本政策金融公庫
（ 農 業 資 金 ） 農業経営に必要な設備資金など 各制度により対象

者が異なりますの
で、ご利用の際は
信連までお問い合
わせください。

日本政策金融公庫
（ 教 育 資 金 ）

大学、高校等への進学に伴う入学金
� など

住宅金融支援機構 賃貸住宅の新築に必要な資金など
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■その他のサービス
種　　　類 特　　　徴

JAキ ャ ッ シ ュ サ ー ビ ス JAバンクのキャッシュカードで、全国のほとんどの金融機関のATM・CDまた
はコンビニATMで現金のお引出し、残高照会等がご利用いただけるサービスで
す。JAバンクATMでは、曜日・時間を問わず入出金手数料が無料で、より便
利にご利用いただけます。

J A カ ー ド
JAバンクのクレジットカードです。年会費は初年度が無料、次年度以降も年間
12万円以上のご利用、または電気料金、携帯電話料金いずれかのカード支払い
利用で年会費無料（注１）。また、「ロードアシスタンスサービス付カード」や「IC
キャッシュカードとの一体型カード」など多彩なカードラインナップを取り揃
えております。

デ ビ ッ ト カ ー ド サ ー ビ ス J−デビットの加盟店でのお買い物等の利用代金をJAバンクのキャッシュカー
ドにてご精算いただけます。またキャッシュアウト加盟店では、現金のお引出
しサービスもご利用いただけます。 

JA バ ン ク ア プ リ
スマートフォンを利用して、普通貯金・定期貯金等の残高照会や、入出金明細
の確認が手軽に行えるサービスです。キャッシュカードをお持ちの方であれば、
来店不要ですぐにご利用いただけます。

給 与 受 取 サ ー ビ ス 給与・ボーナスをご指定の貯金口座に自動的に入金するサービスです。

年 金 受 取 サ ー ビ ス 国民年金・厚生年金等各種年金を、ご指定の貯金口座に自動的に入金するサー
ビスです。

自 動 支 払 サ ー ビ ス 電気・電話・NHK等公共料金のほか、授業料、各種クレジット代金などをご指
定の貯金口座から自動的にお支払いするサービスです。

自 動 集 金 サ ー ビ ス 売上代金等を、口座引落しにより集金し、ご指定の口座に入金するサービスです。

定 時 自 動 送 金 サ ー ビ ス 毎月一定額を貯金口座から自動引落しのうえ、ご指定の口座に自動振込する
サービスです。家賃、仕送り等の振込に便利です。

JAネ ッ ト バ ン ク サ ー ビ ス インターネットに接続されているパソコン、スマートフォン、携帯電話を利用
して、残高照会、振込・振替やマルチペイメントネットワークを利用した公共
料金・税金のお支払いなどの各種サービスをご利用できます（注２）。

法人JAネットバンクサービス インターネットに接続されているパソコンを利用して、残高照会、振込、振替
はもちろん、給与振込などのデータ伝送サービスなどの各種サービスを会社の
パソコンでご利用できます。

JAバンクでんさいサービス

株式会社全銀電子債権ネットワーク（通称：でんさいネット）が手形に代わる
新たな決済手段として提供する「電子記録債権（でんさい）」を利用するため
のサービスです。インターネットに接続されているパソコンを利用して、手形
や振込などの売買代金の決済が安全かつ便利にご利用いただけます。

JAファームバンキングサービス
会社のパソコンを利用して、ご指定の貯金口座の内容照会や、ご希望の口座に
振込・振替ができます。また、給与振込などのデータを一括送信するデータ伝
送サービスもご利用できます。

（注１） 種類によっては、年会費が必要になるカードもあります。
（注２） マルチペイメントネットワークサービスでのお支払いが可能な機関・企業等の料金に限ります。
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■役　員（令和２年７月現在）

経営管理委員　
役　職　名 氏　　名

経営管理委員会会長 谷　口　　俊　二

経営管理委員会副会長 門　脇　　　　孝

経 営 管 理 委 員 水 谷　　　　隆

経 営 管 理 委 員 前　田　　孝　幸

経 営 管 理 委 員 市　川　　峰　男

経 営 管 理 委 員 西　村　　隆　行

経 営 管 理 委 員 北　川　　俊　一

■機構図（令和２年７月現在）

理事
役　職　名 氏　　名

代 表 理 事 理 事 長 生　川　　秀　治

代 表 理 事 専 務 理 事
経 営 統 括 本 部 長 浪　方　　克　美

常 務 理 事
運 用 統 括 本 部 長 内　藤　　真　毅

常 務 理 事
ＪＡバンク統括本部長 堀　内　　厚　洋

監事
役　職　名 氏　　名

代 表 監 事 西　井　　　　正
常 勤 監 事 藤　井　　久　也
監 事 鈴　木　　　　均
員 外 監 事 池　田　　恒　廣

証券課

資金課
資　金　部

監査課監　査　部

役　　員　　室 （共通機構）

（共通機構）ＪＡ事業サポートセンター

総務課

人事課
総　務　部

経営企画部

経営支援課

業務支援課

事務管理課
システム管理課
為替決済課

JAバンク支援部

事務管理部

融資企画課
農業融資課
法人融資課

農業金融部
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■会員数および出資口数
会 員 数

資　格　別 平成30年度末 令和元年度末

正　会　員 20 18

准　会　員 44 43

計 64 61

出資口数

資　格　別 平成30年度末 令和元年度末

正　会　員 13,715,117 13,715,117

准　会　員 35,332 35,331

計 13,750,449 13,750,448
（注）出資１口は、5,000円です。

■職員数
区　　　分 平成30年度末 令和元年度増加 令和元年度減少 令和元年度末

男 性 職 員 113（18） 4 10 107（19）

女 性 職 員 53（ 5 ） 2  4  51（ 3 ）

計 166（23） 6 14 158（22）
（注）（　）内は、出向者で内数です。

■店 舗
店　舗　名 所　在　地 電　話　番　号

本　　　店 三重県津市栄町一丁目９６０番地 059-229-9023

■特定信用事業代理業者の状況
　該当する取引はありません。

■子会社等数の増減
平成30年度末 令和元年度末 増減

子　会　社 0 0 0

子　法　人 0 0 0

関 連 法 人 1 1 0

計 1 1 0
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　当会の関連会社（持分法適用の関連会社）である（株）三重県農協情報センターは、JAグループ三
重の共同利用施設として、県下JAおよび県組織の情報システムの企画・構築、情報処理サービスの提
供を行っています。

■ 関連会社の概況等

　JAの課題解決をIT面からサポートするとともに、JA受託システムの安定稼働、業務継続態勢
の充実およびJA事業コストの削減について取り組みました。

　⃝事業概況

　⃝主な財務内容� （令和２年３月末現在、単位：百万円）

売上高 経常損失 当期純損失 総資産 純資産

2,189 304 308 3,754 1,333

　⃝概 況� （令和２年３月末現在）

会 社 名 株式会社三重県農協情報センター

所 在 地 三重県津市栗真町屋町401番地の8

事 業 内 容 電子計算機処理・事務機器等の販売、斡旋

設 立 年 月 日 昭和47年12月19日

資 本 金 450百万円

当 連 合 会 の 議 決 権 比 率 26.66％

他 の 子 会 社 等 の 議 決 権 比 率 0.0%
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昭和２３年８月 三重県信用農業協同組合連合会設立
２５年４月 三重県農業会から資産譲受および債務引受
２９年４月 農林漁業金融公庫の代理業務開始
３４年１２月 住宅金融公庫の代理業務開始
４４年８月 電算システム稼働
５１年６月 国庫金振込事務取扱開始
５４年１月 全国内国為替制度加盟
５５年４月 三重県農協貯金ネットサービス開始
５９年３月 全国農協貯金ネットサービス開始
６１年１２月 県下ＪＡ貯金１兆円突破
６３年１２月 貯金１兆円突破

平成２年５月 全支所を廃止し、本所を本店に改称
７月 業態間ＣＤ提携取引開始

３年２月 歳入金窓口受入事務取扱開始
６年５月 新オンラインシステム稼働、手形・小切手の集中決済処理取扱開始

９月 国債等窓口販売業務取扱開始
８年４月 自動化機器による振込取扱開始
９年９月 文書為替集中入金処理取扱開始

１０月 口座振替依頼書集中管理取扱開始
１１年３月 印鑑票照会システム稼働

１０月 投資信託窓口販売業務取扱開始
１２年５月 郵便貯金ＣＤ提携取扱開始

１０月 デビットカード取扱開始
１３年２月 ＪＡテレホンバンキングサービス取扱開始

７月 経営管理委員会制度導入
１１月 ＪＡネットバンク（インターネットバンキングサービス）取扱開始

１４年１月 ＪＡバンクシステム始動
１５年５月 ＪＡＳＴＥＭシステム（西葛西センタ）への移行
１６年１月 マルチペイメントネットワークサービス取扱開始

４月 県内信用事業イントラネットシステム導入
１７年３月 決済用貯金取扱開始
１８年４月 百五銀行および県内信用金庫とＡＴＭ利用手数料無料化提携

１１月 ＩＣキャッシュカード取扱開始、日本銀行歳入復代理店資格取得
１９年９月 ＪＡバンクＡＴＭの時間外手数料を無料化
２０年２月 ＪＡファームバンキングサービス取扱開始

１２月 新窓販国債および個人向け国債を取扱開始
２２年３月 県下ＪＡ貯金２兆円突破
２３年１月 ＪＡＳＴＥＭ新システム（九州センタ）への移行

１１月 三重銀行および株式会社イーネットとＡＴＭ利用手数料無料化提携
２６年２月 顧客属性照会システム（ＣＣＳ）の導入

４月 第三銀行とＡＴＭ利用手数料無料化提携
１０月 法人ＪＡネットバンク取扱開始

２７年５月 ＪＡバンクでんさいサービス取扱開始
２８年４月 ＪＡＳＴＥＭネットワーク迂回中継回線の運用開始
２９年３月 ＪＡＳＴＥＭ－ＡＴＭへの移行
30年１月 つみたてＮＩＳＡ取扱開始

１０月 JASTEMシステムの更改
令和１年１２月 JAバンクアプリ取扱開始
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１．貸借対照表
� （単位：百万円）

科　　　目 平成30年度
（平成31年3月31日現在）

令和元年度
（令和2年3月31日現在）

科　　　目 平成30年度
（平成31年3月31日現在）

令和元年度
（令和2年3月31日現在）

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )
現 金 2,803 1,594 貯 金 1,983,840 1,995,916
預 け 金 1,149,348 1,071,663 当 座 貯 金 16,966 17,394

系 統 預 け 金 1,148,854 1,070,307 普 通 貯 金 7,319 5,993
系 統 外 預 け 金 494 1,355 通 知 貯 金 16 18

金 銭 の 信 託 20,600 21,028 別 段 貯 金 3,033 4,286
有 価 証 券 734,994 803,735 定 期 貯 金 1,956,504 1,968,224

国 債 219,068 188,570 債券貸借取引受入担保金 － 2,039
地 方 債 70,513 73,776 借 用 金 70,600 84,800
政 府 保 証 債 1,829 － 代 理 業 務 勘 定 21 20
短 期 社 債 － 1,999 そ の 他 負 債 4,575 2,943
社 債 300,216 397,672 貸 付 留 保 金 1,398 81
外 国 証 券 49,457 56,181 未 払 法 人 税 等 1,183 230
株 式 12,996 11,664 貯金利子諸税その他 22 31
受 益 証 券 76,904 70,754 従 業 員 預 り 金 194 190
投 資 証 券 4,006 3,115 仮 受 金 1 2

貸 出 金 220,098 238,248 資 産 除 去 債 務 1 1
手 形 貸 付 924 948 そ の 他 の 負 債 2 0
証 書 貸 付 167,748 176,979 未 払 費 用 1,230 1,237
当 座 貸 越 12,240 13,972 前 受 収 益 40 46
金 融 機 関 貸 付 39,141 46,291 約定取引未決済借 252 997
割 引 手 形 44 57 未 決 済 為 替 借 246 122

そ の 他 資 産 5,512 5,989 諸 引 当 金 6,391 6,270
従 業 員 貸 付 金 109 134 相 互 援 助 積 立 金 5,055 5,055
差 入 保 証 金 46 46 賞 与 引 当 金 68 64
金 融 派 生 商 品 0 － 退 職 給 付 引 当 金 1,193 1,093
仮 払 金 17 10 役員退職慰労引当金 74 57
未 収 金 9 － 繰 延 税 金 負 債 8,118 2,854
未収還付法人税等 － 324 債 務 保 証 664 624
そ の 他 の 資 産 1,343 1,437 負 債 の 部 合 計 2,074,212 2,095,469未 収 収 益 1,820 1,762
前 払 費 用 0 0 (純 資 産 の 部)
約定取引未決済貸 － 347 出 資 金 68,752 68,752
未 決 済 為 替 貸 2,164 1,924 (うち　後配出資金)    (40,112) (40,112)

有 形 固 定 資 産 144 157 利 益 剰 余 金 50,969 52,844
建 物 84 85 利 益 準 備 金 23,890 24,620
土 地 42 42 そ の 他 利 益 剰 余 金 27,079 28,224
その他の有形固定資産 17 28 経営基盤安定化積立金 2,000 2,000

無 形 固 定 資 産 105 140 特 別 積 立 金 19,900 20,400
ソ フ ト ウ ェ ア 100 135 当期未処分剰余金 5,179 5,824
その他の無形固定資産 4 4 (うち　当期剰余金) (3,636) (3,033)

外 部 出 資 89,170 89,170 会 員 資 本 合 計 119,722 121,596
系 統 出 資 88,514 88,514 その他有価証券評価差額金 23,638 9,483
系 統 外 出 資 536 536 評価・換算差額等合計 23,638 9,483
子 会 社 等 出 資 120 120

債 務 保 証 見 返 664 624 純 資 産 の 部 合 計 143,360 131,080貸 倒 引 当 金 △ 5,869 △ 5,802

資 産 の 部 合 計 2,217,572 2,226,549 負債および純資産の部合計 2,217,572 2,226,549
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２．損益計算書
� （単位：百万円）

科　　　目
平成30年度

自平成30年4月1日
至平成31年3月31日

令和元年度
自平成31年4月1日
至令和2年3月31日

経 常 収 益 23,613 21,181
資 金 運 用 収 益 18,406 17,078

貸 出 金 利 息 2,923 2,120
預 け 金 利 息 129 117
有 価 証 券 利 息 配 当 金 6,530 7,116
コ ー ル ロ ー ン 利 息 △4 △6
債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息 52 89
そ の 他 受 入 利 息 8,775 7,640

（うち　受 取 奨 励 金 ） （　 7,897） （　 7,067）
（うち　受 取 特 別 配 当 金）  （　　 877）  （ 　　571）

役 務 取 引 等 収 益 252 237
受 入 為 替 手 数 料 177 160
そ の 他 の 受 入 手 数 料 74 76
そ の 他 の 役 務 取 引 等 収 益 0 0

そ の 他 事 業 収 益 1,860 3,054
受 取 助 成 金 32 －
外 国 為 替 売 買 益 145 －
国 債 等 債 券 売 却 益 1,037 1,468
国 債 等 債 券 償 還 益 12 －
そ の 他 の 事 業 収 益 632 1,585
(うち　 受 取 出 資 配 当 金) （ 　　632） （ 　1,585）

そ の 他 経 常 収 益 3,093 811
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 － 56
償 却 債 権 取 立 益 1,505 17
株 式 等 売 却 益 1,095 212
金 銭 の 信 託 運 用 益 401 466
そ の 他 の 経 常 収 益 92 59

経 常 費 用 18,960 17,419
資 金 調 達 費 用 13,666 13,059
貯 金 利 息 299 278
借 用 金 利 息 371 －
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 3 6
そ の 他 支 払 利 息 12,992 12,774

（うち　 支 払 奨 励 金 ) （  12,981） （  12,768）
役 務 取 引 等 費 用 172 160

支 払 為 替 手 数 料 5 4
そ の 他 の 支 払 手 数 料 166 155
そ の 他 の 役 務 取 引 等 費 用 0 0

そ の 他 事 業 費 用 118 135
国 債 等 債 券 売 却 損 44 108
金 融 派 生 商 品 費 用 73 26

経 費 3,052 2,984
人 件 費 1,509 1,535
物 件 費 1,438 1,335
税 金 105 113

そ の 他 経 常 費 用 1,950 1,079
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 733 －
相 互 援 助 積 立 金 繰 入 額 452 －
株 式 等 売 却 損 302 175
株 式 等 償 却 － 316
金 銭 の 信 託 運 用 損 － 36
そ の 他 の 経 常 費 用 461 550

経 常 利 益 4,652 3,762
特 別 損 失 1 1

固 定 資 産 処 分 損 1 1
税 引 前 当 期 利 益 4,651 3,760

法 人 税、 住 民 税 お よ び 事 業 税 1,557 647
法 人 税 等 調 整 額 △542 79

法 人 税 等 合 計 1,014 727
当 期 剰 余 金 3,636 3,033
当 期 首 繰 越 剰 余 金 1,543 2,791
当 期 未 処 分 剰 余 金 5,179 5,824
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３．キャッシュ ･フロー計算書
� （単位：百万円）

科　　　目
平成30年度

自平成30年4月1日
至平成31年3月31日

令和元年度
自平成31年4月1日
至令和2年3月31日

１　事業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期利益 4,651 3,760
減価償却費 50 56
貸倒引当金の増減額（△は減少) 733 △66
退職給付引当金の増減額（△は減少) 36 △99
その他の引当金・積立金の増減額（△は減少) 467 △21
資金運用収益 △18,406 △17,078
資金調達費用 13,666 13,059
有価証券関係損益（△は益) △1,586 △893
金銭の信託の運用損益（△は運用益) △402 △431
固定資産処分損益（△は益) 1 1
貸出金の純増（△）減 △11,050 △18,149
預け金の純増（△）減 60,000 79,000
貯金の純増減（△） 40,920 12,076
借用金の純増減（△） 34,000 14,200
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） － 2,039
事業分量配当金の支払額 △466 △481
その他 269 △1,642
資金運用による収入 18,170 17,599
資金調達による支出 △12,672 △13,037
　　小　　　　　　計   128,382   89,891
法人税等の支払額 △997 △1,599

事業活動によるキャッシュ・フロー 127,385 88,291
２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △367,271 △456,174
有価証券の売却による収入 81,593 104,691
有価証券の償還による収入 177,806 266,103
金銭の信託の増加による支出 △2,801 △6,008
金銭の信託の減少による収入 0 3,985
固定資産の取得による支出 △90 △106
外部出資の増加による支出 △15,626 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 　△126,388 　△87,507
３　財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付借入金の減少による支出 △29,628 －
出資の増額による収入 29,628 －
出資の払戻しによる支出 － △0
出資配当金の支払額 △677 △677

財務活動によるキャッシュ・フロー △677 △677
４　現金および現金同等物にかかる換算差額 － －
５　現金および現金同等物の増加額 319 106
６　現金および現金同等物の期首残高 26,828 27,147
７　現金および現金同等物の期末残高 27,147 27,253
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平成30年度 令和元年度

４．剰余金処分計算書
� （単位：百万円）

科　　　目 平成30年度 令和元年度

１　当期未処分剰余金 5,179 5,824
２　剰余金処分額 2,388 2,308

（1）利益準備金 730 610
（2）任意積立金 500 500
　　　　特別積立金 500 500

（3）出資配当金 677 707
　　　　普通出資に対する配当金 572 572
　　　　後配出資に対する配当金 104 104
　　　　第二種後配出資に対する配当金 0 29

（4）事業分量配当金 481 490
３　次期繰越剰余金 2,791 3,516

（注）１．出資に対する配当率は次のとおりです。
　　　　　　平成30年度　普通出資２．０％　後配出資１．０％　第二種後配出資０．１０％
　　　　　　令和元年度　普通出資２．０％　後配出資１．０％　第二種後配出資０．１０％
　　 ２．事業分量配当の分配の基準は、次のとおりです。
　　　　　　平成30年度　系統定期貯金の年間平均残高に対し、年０．０２５％を乗じた金額
　　　　　　令和元年度　系統定期貯金の年間平均残高に対し、年０．０２５％を乗じた金額

５．注記表

１　重要な会計方針に関する事項
（１）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
（２）�有価証券（外部出資勘定の株式を含む。）の評価基準および評価

方法は、有価証券の保有目的区分ごとに次のとおり行っています。
　　・満期保有目的の債券･･････�定額法による償却原価法（売却原価

は移動平均法により算定）
　　・‌�子会社・子法人等株式および関連法人等株式
　　　　　　　　　　　　･･････�原価法（売却原価は移動平均法に 

より算定）
　　・‌�その他有価証券
　　　時価のあるもの･･････････�原則として決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

　　　時価を把握することが極めて困難と認められるもの
　　　　　　　　　　　　･･････�原価法（売却原価は移動平均法に 

より算定）
　　　�なお、取得価額と券面金額との差額のうち金利調整と認められ

る部分については償却原価法による取得価額の修正を行ってい
ます。

（３）�金銭の信託（合同運用を除く。）において信託財産を構成して
いる有価証券の評価基準および評価方法は、上記（２）の有価
証券と同様の方法によっており、信託の契約単位ごとに当年度
末の信託財産構成物である資産および負債の評価額の合計額を
もって貸借対照表に計上しています。

１　重要な会計方針に関する事項
（１）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
（２）�有価証券（外部出資勘定の株式を含む。）の評価基準および評価

方法は、有価証券の保有目的区分ごとに次のとおり行っています。
　　・満期保有目的の債券･･････�定額法による償却原価法（売却原価

は移動平均法により算定）
　　・‌�子会社・子法人等株式および関連法人等株式
　　　　　　　　　　　　･･････�原価法（売却原価は移動平均法に 

より算定）
　　・‌�その他有価証券
　　　時価のあるもの･･････････�原則として決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

　　　時価を把握することが極めて困難と認められるもの
　　　　　　　　　　　　･･････�原価法（売却原価は移動平均法に

より算定）
　　　�なお、取得価額と券面金額との差額のうち金利調整と認められ

る部分については償却原価法による取得価額の修正を行ってい
ます。

（３）�金銭の信託（合同運用を除く。）において信託財産を構成して
いる有価証券の評価基準および評価方法は、上記（２）の有価
証券と同様の方法によっており、信託の契約単位ごとに当年度
末の信託財産構成物である資産および負債の評価額の合計額を
もって貸借対照表に計上しています。
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平成30年度 令和元年度
（４）デリバティブ取引の評価は、時価法により行っています。
（５）�有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに平成28
年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物について
は定額法）を採用し、資産から直接減額して計上しています。

　　　また、主な耐用年数は次のとおりです。
　　　　建　物　　６年～ 50年
　　　　その他　　５年～ 20年

（６）�無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しています。そ
のうち自社利用のソフトウェアについては、当会における利用
可能期間（５年）に基づいて償却しています。

（７）�外貨建資産は、主として決算日の為替相場による円換算額を付
しています。なお、外貨建負債はありません。

（８）引当金の計上方法
　　　①　貸倒引当金
　　　　�　貸倒引当金は、｢資産の償却・引当要領｣ に則り、次のと

おり計上しています。
　　　　�　正常先債権および要注意先債権（要管理債権を含む。）に

相当する債権については、一定の種類ごとに分類し、貸倒実
績率等に基づき算定した額を計上しています。破綻懸念先債
権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見
込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額の
うち必要と認める額を計上しています。破綻先債権および実
質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保
の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し
た残額を計上しています。

　　　　�　破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回収および利
息の受取りにかかるキャッシュ・フローを合理的に見積もる
ことができる債権については、当該キャッシュ・フローと債
権額から担保の処分可能見込額および保証による回収可能見
込額を控除した残額との差額を計上しています。

　　　　�　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資産査定
部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部
署が査定結果を監査しています。

　　　②　賞与引当金
　　　　�　賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、職員に

対する賞与の支給見込額のうち、当年度に帰属する額を計上
しています。

　　　③　退職給付引当金
　　　　�　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当年度

末における職員の自己都合退職の場合の要支給額を基礎とし
て計上しています。

　　　④　役員退職慰労引当金
　　　　�　役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備える

ため、「役員退職慰労金規程」に基づき、当年度末要支給見
積額を計上しています。

　　　⑤　相互援助積立金
　　　　�　相互援助積立金は、JAバンクの信用向上に資するため、「三

重県JAバンク支援制度要領」に基づき計上しています。

（４）デリバティブ取引の評価は、時価法により行っています。
（５）�有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに平成28
年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物について
は定額法）を採用し、資産から直接減額して計上しています。

　　　また、主な耐用年数は次のとおりです。
　　　　建　物　　6年～ 50年
　　　　その他　　5年～ 20年

（６）�無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しています。そ
のうち自社利用のソフトウェアについては、当会における利用
可能期間（5年）に基づいて償却しています。

（７）�外貨建資産は、主として決算日の為替相場による円換算額を付
しています。なお、外貨建負債はありません。

（８）引当金の計上方法
　　　①　貸倒引当金
　　　　�　貸倒引当金は、｢資産の償却・引当要領｣ に則り、次のと

おり計上しています。
　　　　�　正常先債権および要注意先債権（要管理債権を含む。）に

相当する債権については、主として今後1年間の予想損失額
または今後3年間の予想損失額を見込んで計上しており、予
想損失額は、1年間または3年間の貸倒実績を基礎とした貸
倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を
求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定していま
す。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から
担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控
除し、その残額のうち必要と認める額を計上しています。破
綻先債権および実質破綻先債権に相当する債権については、
債権額から、担保の処分可能見込額および保証による回収可
能見込額を控除した残額を計上しています。

　　　　�　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資産査定
部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部
署が査定結果を監査しています。

　　　②　賞与引当金
　　　　�　賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、職員に

対する賞与の支給見込額のうち、当年度に帰属する額を計上
しています。

　　　③　退職給付引当金
　　　　�　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当年度

末における職員の自己都合退職の場合の要支給額を基礎とし
て計上しています。

　　　④　役員退職慰労引当金
　　　　�　役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備える

ため、「役員退職慰労金規程」に基づき、当年度末要支給見
積額を計上しています。

　　　⑤　相互援助積立金
　　　　�　相互援助積立金は、JAバンクの信用向上に資するため、「三

重県JAバンク支援制度要領」に基づき計上しています。
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平成30年度 令和元年度
（９）消費税等の会計処理
　　　�消費税および地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計

処理は、税抜方式によっています。
（追加情報）
　　�　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第

28号　平成30年２月16日）等を当事業年度から適用しています。

２　貸借対照表に関する事項
（１）有形固定資産の減価償却累計額は、528百万円です。
（２）有形固定資産の圧縮記帳額は、300百万円です。
（３）�貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用

している重要な固定資産として車輌等があり、未経過リース料
年度末残高相当額は、次のとおりです。

1年以内 1年超 合　計
オペレーティング・リース 69百万円 65百万円 134百万円

（４）担保に供している資産は次のとおりです。
　　　担保に供している資産
　　　　有価証券  　　　31,549百万円
　　　�　上記のほか、担保に供している資産は為替決済、公金決済

等の取引の担保として、預け金50,000百万円、有価証券300
百万円を差し入れています。

（５）�無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている
有価証券が国債に25,500百万円含まれています。

（６）子会社等に対する金銭債権の総額は1,799百万円です。
（７）子会社等に対する金銭債務の総額は228百万円です。
（８）�理事、経営管理委員および監事との間の取引による金銭債権・

債務はありません。
（９）�貸出金のうち、破綻先債権額は568百万円、延滞債権額は5,540

百万円です。
　　　�なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期

間継続していることその他の事由により元本または利息の取立
てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しな
かった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息
不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年
政令第97号）第96条第１項第３号イからホまでに掲げる事由
または同項第４号に規定する事由が生じている貸出金です。

　　　�また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先
債権および債務者の経営再建または支援を図ることを目的とし
て利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。

（10）貸出金のうち、３か月以上延滞債権はありません。
　　　�なお、３か月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定

支払日の翌日から３か月以上遅延している貸出金で破綻先債権
および延滞債権に該当しないものです。

（11）貸出金のうち、貸出条件緩和債権はありません。
　　　�なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を

図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の
返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ
た貸出金で破綻先債権、延滞債権および３か月以上延滞債権に
該当しないものです。

（９）消費税等の会計処理
　　　�消費税および地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計

処理は、税抜方式によっています。

２　貸借対照表に関する事項
（１）有形固定資産の減価償却累計額は、535百万円です。
（２）有形固定資産の圧縮記帳額は、300百万円です。
（３）�貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用

している重要な固定資産として車輌等があり、未経過リース料
年度末残高相当額は、次のとおりです。

1年以内 1年超 合　計
オペレーティング・リース 62百万円 81百万円 144百万円

（４）担保に供している資産は次のとおりです。
　　　担保に供している資産
　　　　有価証券　　　　　　　　　2,033百万円
　　　�担保資産に対応する債務
　　　�　債券貸借取引受入担保金　　2,039百万円
　　　�　上記のほか、担保に供している資産は為替決済、公金決済

等の取引の担保として、預け金50,000百万円、有価証券300
百万円を差し入れています。

（５）�無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている
有価証券が国債に69,919百万円含まれています。

（６）子会社等に対する金銭債権の総額は1,728百万円です。
（７）子会社等に対する金銭債務の総額は270百万円です。
（８）�理事、経営管理委員および監事との間の取引による金銭債権・

債務はありません。
（９）�貸出金のうち、破綻先債権額は645百万円、延滞債権額は5,043

百万円です。
　　　�なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期

間継続していることその他の事由により元本または利息の取立
てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しな
かった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息
不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年
政令第97号）第96条第１項第３号イからホまでに掲げる事由
または同項第４号に規定する事由が生じている貸出金です。

　　　�また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先
債権および債務者の経営再建または支援を図ることを目的とし
て利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。

（10）貸出金のうち、３か月以上延滞債権はありません。
　　　�なお、３か月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定

支払日の翌日から３か月以上遅延している貸出金で破綻先債権
および延滞債権に該当しないものです。

（11）貸出金のうち、貸出条件緩和債権はありません。
　　　�なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を

図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の
返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ
た貸出金で破綻先債権、延滞債権および３か月以上延滞債権に
該当しないものです。
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平成30年度 令和元年度
（12）�破綻先債権額、延滞債権額、３か月以上延滞債権額および貸出

条件緩和債権額の合計額は6,109百万円です。
　　　�なお、（９）から（12）に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前

の金額です。
（13）�割引手形は、業種別監査委員会報告第24号に基づき、金融取

引として処理しています。これにより受け入れた商業手形は、
自由に処分できる権利を有していますが、その額面金額は44
百万円です。

（14）�当座貸越契約および貸付金にかかるコミットメントライン契約
は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定
された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を
貸付けることを約する契約です。これらの契約にかかる融資未
実行残高は、58,678百万円です。

（15）�貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位である旨の特約
が付された劣後特約付貸出金30,641百万円が含まれています。

３　損益計算書に関する事項
（１）子会社等との取引による収益総額� 11百万円
　　　　うち事業取引高� 11百万円

（２）子会社等との取引による費用総額� 377百万円
　　　　うち事業取引高� 377百万円

４　金融商品に関する事項
（１）金融商品の状況に関する事項
　　　①　金融商品に対する取組方針
　　　　�　当会は、三重県を事業区域として、地元のＪＡ等が会員と

なって運営されている相互扶助型の農業専門金融機関であ
り、地域経済の活性化に資する地域金融機関です。

　　　　�　ＪＡは、農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農
家組合員や地域へ貸付け、その残りを当会が預かる仕組みと
なっています。

　　　　�　当会では、これを原資として、資金を必要とするＪＡや農
業に関連する企業・団体および、県内の地場企業や団体、地
方公共団体などに貸付を行っています。

　　　　�　また、残った資金は農林中央金庫に預け入れるほか、国債
や地方債等の債券、投資信託、株式等の有価証券による運用
を行っています。

　　　②　金融商品の内容およびそのリスク
　　　　�　当会が保有する金融資産は、主として県内の取引先に対す

る貸出金および有価証券であり、貸出金は、顧客の契約不履
行によってもたらされる信用リスクに晒されています。

　　　　�　また、有価証券は、主に株式、債券、投資信託であり、満
期保有目的、純投資目的（その他目的）で保有しており、そ
れぞれ発行体の信用リスクおよび金利の変動リスク、市場価
格の変動リスクに晒されています。

　　　　�　借用金は、農林中央金庫から借り入れた日銀成長基盤強化
支援資金および日銀貸出増加支援資金です。

　　　　�　デリバティブ取引には、その他有価証券で保有する債券、
株式のリスクヘッジを目的として行っている先物取引および
保有有価証券の運用効率向上を目的として行っているオプ
ション取引があります。当会では、ヘッジ会計を適用してい

（12）�破綻先債権額、延滞債権額、3か月以上延滞債権額および貸出
条件緩和債権額の合計額は5,688百万円です。

　　　�なお、（９）から（12）に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前
の金額です。

（13）�割引手形は、業種別監査委員会報告第24号に基づき、金融取
引として処理しています。これにより受け入れた商業手形は、
自由に処分できる権利を有していますが、その額面金額は57
百万円です。

（14）�当座貸越契約および貸付金にかかるコミットメントライン契約
は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定
された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を
貸付けることを約する契約です。これらの契約にかかる融資未
実行残高は、56,419百万円です。

（15）�貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位である旨の特約
が付された劣後特約付貸出金30,641百万円が含まれています。

３　損益計算書に関する事項
（１）子会社等との取引による収益総額� 11百万円
　　　　うち事業取引高� 11百万円

（２）子会社等との取引による費用総額� 471百万円
　　　　うち事業取引高� 471百万円

４　金融商品に関する事項
（１）金融商品の状況に関する事項
　　　①　金融商品に対する取組方針
　　　　�　当会は、三重県を事業区域として、地元のJA等が会員と

なって運営されている相互扶助型の農業専門金融機関であ
り、地域経済の活性化に資する地域金融機関です。

　　　　�　JAは、農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農
家組合員や地域へ貸付け、その残りを当会が預かる仕組みと
なっています。

　　　　�　当会では、これを原資として、資金を必要とするＪＡや農
業に関連する企業・団体および、県内の地場企業や団体、地
方公共団体などに貸付を行っています。

　　　　�　また、残った資金は農林中央金庫に預け入れるほか、国債
や地方債等の債券、投資信託、株式等の有価証券による運用
を行っています。

　　　②　金融商品の内容およびそのリスク
　　　　�　当会が保有する金融資産は、主として県内の取引先に対す

る貸出金および有価証券であり、貸出金は、顧客の契約不履
行によってもたらされる信用リスクに晒されています。

　　　　�　また、有価証券は、主に株式、債券、投資信託であり、満
期保有目的、純投資目的（その他目的）で保有しており、そ
れぞれ発行体の信用リスクおよび金利の変動リスク、市場価
格の変動リスクに晒されています。

　　　　�　借用金は、農林中央金庫から借り入れた日銀成長基盤強化
支援資金および日銀貸出増加支援資金です。

　　　　�　デリバティブ取引には、その他有価証券で保有する債券、
株式のリスクヘッジを目的として行っている先物取引および
保有有価証券の運用効率向上を目的として行っているオプ
ション取引があります。なお、当期末における残高はありま
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平成30年度 令和元年度
ないため、これらの取引は、市場価格の変動リスクに晒され
ています。

　　　③　金融商品にかかるリスク管理体制
　　　　ａ　信用リスクの管理
　　　　　�　当会は、リスク管理基本方針および信用リスクに関する

管理諸規程に従い、貸出金の信用リスク管理については、
個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、内
部格付、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管
理に関する体制を整備し運営しています。

　　　　　�　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、信用情報や
時価の把握を定期的に行いリスク管理委員会およびＡＬＭ
委員会に報告しています。

　　　　　�　信用リスク取引にかかる年間の運用方針等は、企画会議
またはＡＬＭ委員会において審議のうえ、理事会において
決定しています。また、リスク管理委員会を毎月開催し、
当会が保有するリスク量やリスク内容を把握するととも
に、状況に応じて対応方針を協議しています。

　　　　ｂ　市場リスクの管理
　　　　（ａ）　金利リスクの管理
　　　　　�　当会は、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理してい

ます。
　　　　　�　ＡＬＭに関する規程等において、リスク管理方法や手続

等の詳細を明記しており、ＡＬＭ委員会において方針を協
議し、運営状況（投資方針等ＡＬＭ委員会の主要決定事項、
当面の見通し等）について、毎月理事会および経営管理委
員会に報告する体制をとっています。

　　　　　�　また、金融資産および負債の金利や期間を総合的に把握
し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリング
を行い、定期的にＡＬＭ委員会に報告しています。

　　　　（ｂ）　為替リスクの管理
　　　　　�　当会は、有価証券の為替変動リスクに関して、個別の案

件ごとに管理しており、時価の把握を定期的に行いＡＬＭ
委員会に報告しています。

　　　　（ｃ）　価格変動リスクの管理
　　　　　�　有価証券を含む投資商品の保有については、ＡＬＭ委員

会で協議した方針に基づき、理事会の監督の下、余裕金運
用規程に従い行われています。

　　　　　�　運用にあたっては、運用限度額を設定し、継続的なモニ
タリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っています。
また、リスク管理統括部門および有価証券運用部門で行っ
たリスク分析の結果については、リスク管理委員会および
ＡＬＭ委員会に報告し、運用方針の協議を行っています。

　　　　　�　このほか、総務部門で保有している外部出資の多くは、
業務上事業推進目的で保有しているものであり、取引先の
市場環境や財務状況などをモニタリングしています。

　　　　（ｄ）　デリバティブ取引
　　　　　�　デリバティブ取引に関しては、取引の執行、モニタリン

グ、事務処理に関する部門をそれぞれ分離し内部牽制を確
立して管理しています。

　　　　（ｅ）　市場リスクにかかる定量的情報
　　　　　�　当会で保有している金融商品はすべてトレーディング目

せん。

　　　③　金融商品にかかるリスク管理体制
　　　　ａ　信用リスクの管理
　　　　　�　当会は、リスク管理基本方針および信用リスクに関する

管理諸規程に従い、貸出金の信用リスク管理については、
個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、内
部格付、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管
理に関する体制を整備し運営しています。

　　　　　�　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、信用情報や
時価の把握を定期的に行いリスク管理委員会およびALM
委員会に報告しています。

　　　　　�　信用リスク取引にかかる年間の運用方針等は、企画会議
またはALM委員会において審議のうえ、理事会において
決定しています。また、リスク管理委員会を毎月開催し、
当会が保有するリスク量やリスク内容を把握するととも
に、状況に応じて対応方針を協議しています。

　　　　ｂ　市場リスクの管理
　　　　（ａ）　金利リスクの管理
　　　　　�　当会は、ALMによって金利の変動リスクを管理してい

ます。
　　　　　�　ALMに関する規程等において、リスク管理方法や手続

等の詳細を明記しており、ALM委員会において方針を協
議し、運営状況（投資方針等ALM委員会の主要決定事項、
当面の見通し等）について、毎月理事会および経営管理委
員会に報告する体制をとっています。

　　　　　�　また、金融資産および負債の金利や期間を総合的に把握
し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリング
を行い、定期的にALM委員会に報告しています。

　　　　（ｂ）　為替リスクの管理
　　　　　�　当会は、有価証券の為替変動リスクに関して、個別の案

件ごとに管理しており、時価の把握を定期的に行いALM
委員会に報告しています。

　　　　（ｃ）　価格変動リスクの管理
　　　　　�　有価証券を含む投資商品の保有については、ALM委員

会で協議した方針に基づき、理事会の監督の下、余裕金運
用規程に従い行われています。

　　　　　�　運用にあたっては、運用限度額を設定し、継続的なモニ
タリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っています。
また、リスク管理統括部門および有価証券運用部門で行っ
たリスク分析の結果については、リスク管理委員会および
ALM委員会に報告し、運用方針の協議を行っています。

　　　　　�　このほか、総務部門で保有している外部出資の多くは、
業務上事業推進目的で保有しているものであり、取引先の
市場環境や財務状況などをモニタリングしています。

　　　　（ｄ）　デリバティブ取引
　　　　　�　デリバティブ取引に関しては、取引の執行、モニタリン

グ、事務処理に関する部門をそれぞれ分離し内部牽制を確
立して管理しています。

　　　　（ｅ）　市場リスクにかかる定量的情報
　　　　　�　当会で保有している金融商品はすべてトレーディング目
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平成30年度 令和元年度
的以外の金融商品です。当会において、主要なリスク変数
である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預
け金」、「貸出金」、「有価証券」のその他有価証券に分類さ
れる債券、「貯金」、「借用金」です。

　　　　　�　当会では、これらの金融資産および金融負債について、
期末後1年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済
価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定
量的分析に利用しています。

　　　　　�　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、
当年度末現在、指標となる金利が0.245％上昇したものと
想定した場合には、経済価値が14,737百万円減少するも
のと把握しています。

　　　　　�　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前
提としており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮し
ていません。

　　　　　�　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた
場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

　　　　ｃ　資金調達にかかる流動性リスクの管理
　　　　　�　当会は、ＡＬＭを通じて、適時に資金管理を行うほか、

市場環境を考慮した長短の調達バランス調整などによっ
て、流動性リスクを管理しています。

　　　④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　　�　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価

格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算
定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。
当該価額の算定においては、一定の前提条件等を採用してい
るため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なる
場合もあります。

（２）金融商品の時価等に関する事項
　　　①　金融商品の貸借対照表計上額および時価等
　　　　�　当年度末における貸借対照表計上額、時価およびこれらの

差額は、次のとおりです。
　　　　�　なお、時価の把握が困難なものについては、次表には含め

ず③に記載しています。
� （単位：百万円）

貸借対照表
計上額 時価 差額

預け金 1,149,348 1,149,247 △131
金銭の信託 20,600 20,600 －
　運用目的の金銭の信託 1,998 1,998 －
　その他の金銭の信託 18,602 18,602 －
有価証券 734,994 736,083 1,089
　満期保有目的の債券 24,734 25,823 1,089
　その他有価証券 710,259 710,259 －
貸出金 220,208
　貸倒引当金 △5,866
　貸倒引当金控除後 214,342 217,454 3,112

資　産　計 2,119,285 2,123,355 4,069
貯金 1,983,840 1,983,566 △274
借用金 70,600 70,600 －

負　債　計 2,054,440 2,054,166 △274
（注）1.貸出金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しています。
　　2.�貸出金には、貸借対照表上のその他資産に計上している従業員貸付金109

百万円を含めています。

的以外の金融商品です。当会において、主要なリスク変数
である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預
け金」、「貸出金」、「有価証券」のその他有価証券に分類さ
れる債券、「貯金」、「借用金」です。

　　　　　�　当会では、これらの金融資産および金融負債について、
期末後1年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済
価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定
量的分析に利用しています。

　　　　　�　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、
当年度末現在、指標となる金利が0.15％上昇したものと
想定した場合には、経済価値が12,117百万円減少するも
のと把握しています。

　　　　　�　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前
提としており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮し
ていません。

　　　　　�　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた
場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

　　　　ｃ　資金調達にかかる流動性リスクの管理
　　　　　�　当会は、ALMを通じて、適時に資金管理を行うほか、

市場環境を考慮した長短の調達バランス調整などによっ
て、流動性リスクを管理しています。

　　　④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　　�　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価

格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算
定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。
当該価額の算定においては、一定の前提条件等を採用してい
るため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なる
場合もあります。

（２）金融商品の時価等に関する事項
　　　①　金融商品の貸借対照表計上額および時価等
　　　　�　当年度末における貸借対照表計上額、時価およびこれらの

差額は、次のとおりです。
　　　　�　なお、時価の把握が困難なものについては、次表には含め

ず③に記載しています。
� （単位：百万円）

貸借対照表
計上額 時価 差額

預け金 1,071,663 1,071,706 43
金銭の信託 21,028 　 21,028 　　　 －
　運用目的の金銭の信託  3,009 　　3,009 　　　 －
　その他の金銭の信託 18,019 　 18,019 　　　 －
有価証券 803,735 804,510 775
　満期保有目的の債券 23,569 24,344 775
　その他有価証券 780,165 780,165 　　　 －
貸出金 238,383 　　
　貸倒引当金 △5,796 　　
　貸倒引当金控除後 232,586 236,695 4,108

資　産　計 2,129,013 2,133,941 4,927
貯金 1,995,916 1,996,036   119
借用金 　 84,800 84,800 　 －
債券貸借取引受入担保金 2,039  2,039 　　　 －

負　債　計 2,082,756 2,082,875 119
（注）1.貸出金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しています。
　　2.�貸出金には、貸借対照表上のその他資産に計上している従業員貸付金134

百万円を含めています。
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平成30年度 令和元年度
　　　②　金融商品の時価の算定方法
　　【資産】
　　　　ａ　預け金
　　　　　�　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっています。満期のあ
る預け金については、期間に基づく区分ごとに、元利金の
合計額をリスクフリーレートである円Libor・スワップレー
トで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定し
ています。

　　　　ｂ　金銭の信託
　　　　　�　信託財産を構成している有価証券や貸出金の時価は、下

記ｃおよびｄと同様の方法により評価しています。
　　　　ｃ　有価証券
　　　　　�　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格または取引金

融機関等から提示された価格によっています。また、投資
信託については、公表されている基準価格によっています。

　　　　ｄ　貸出金
　　　　　�　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金

利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異
なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることか
ら当該帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わ
る金額として算定しています。

　　　　　�　固定金利によるものは、貸出金の種類、期間に基づく区
分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円
Libor・スワップレートで割り引き、貸倒引当金を控除し
て時価に代わる金額として算定しています。

　　　　　�　また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について
は、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる
金額としています。

　　【負債】
　　　　ａ　貯金
　　　　　�　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払

額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、定期性貯
金の時価は、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を
リスクフリーレートである円Libor・スワップレートで割り
引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

　　　　ｂ　借用金
　　　　　�　借用金については、適用利率が0パーセントであること、

また当会の信用状態は実行後、大きく異なっていないこと
から、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、
当該帳簿価額によっています。

　　　②　金融商品の時価の算定方法
　　【資産】
　　　　ａ　預け金
　　　　　�　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっています。満期のあ
る預け金については、期間に基づく区分ごとに、元利金の
合計額をリスクフリーレートである円Libor・スワップレー
トで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定し
ています。

　　　　ｂ　金銭の信託
　　　　　�　信託財産を構成している有価証券や貸出金の時価は、下

記ｃおよびｄと同様の方法により評価しています。
　　　　ｃ　有価証券
　　　　　�　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格または取引金

融機関等から提示された価格によっています。また、投資
信託については、公表されている基準価格によっています。

　　　　ｄ　貸出金
　　　　　�　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金

利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異
なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることか
ら当該帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わ
る金額として算定しています。

　　　　　�　固定金利によるものは、貸出金の種類、期間に基づく区
分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円
Libor・スワップレートで割り引き、貸倒引当金を控除し
て時価に代わる金額として算定しています。

　　　　　�　また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について
は、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる
金額としています。

　　【負債】
　　　　ａ　貯金
　　　　　�　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払

額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、定期性貯
金の時価は、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を
リスクフリーレートである円Libor・スワップレートで割り
引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

　　　　ｂ　借用金
　　　　　�　借用金については、適用利率が0パーセントであること、

また当会の信用状態は実行後、大きく異なっていないこと
から、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、
当該帳簿価額によっています。

　　　　ｃ　債券貸借取引受入担保金
　　　　　�　約定期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳簿価額と

近似していることから、当該帳簿価額を時価としています。
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平成30年度 令和元年度
　　　③　�時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は

次のとおりであり、これらは①の金融商品の時価情報には
含まれていません。

　　　　　　　　　　貸借対照表計上額
　　　　　外部出資　89,170百万円
　　　　　合　　計　89,170百万円

（注）�外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものについては、時
価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対
象としていません。

　　　④　金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
� （単位：百万円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

預け金 1,149,348 － － － － －
有価証券 36,503 51,417 41,817 41,910 47,128 441,295
　�満期保有目

的の債券 100 2,000 11,000 － － 11,630

　�そ の 他 有
価 証 券 の
うち満期が
あるもの

36,403 49,417 30,817 41,910 47,128 429,664

貸出金 39,158 22,082 24,669 13,234 14,518 105,581
合　　計 1,225,009 73,499 66,486 55,145 61,647 546,876

（注）1.貸出金のうち、貸借対照表上の当座貸越（融資型を除く）586百万円につ
いては「1年以内」に含めています。

　　2.貸出金のうち、3か月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等853
百万円は償還の予定が見込まれないため、含めていません。

　　　⑤　借用金およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
� （単位：百万円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

貯金 1,983,598 85 119 9 27 －
譲渡性貯金 － － － － － －
借用金 13,800 15,800 10,200 30,800 － －

合　　計 1,997,398 15,885 10,319 30,809 27 －
（注）1.貯金のうち、要求払貯金については「1年以内」に含めています。

５　有価証券に関する事項
（１）有価証券の時価および評価差額等に関する事項は次のとおりです。
　　　①　売買目的有価証券はありません。
　　　②　満期保有目的の債券
　　　　�　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上

額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。
� （単位：百万円）

種類 貸借対照表
計上額 時価 差額

時価が貸借
対照表計上額を
超えるもの

国　債 13,004 13,408 404
社　債 11,730 12,414 684
小　計 24,734 25,823 1,089

時価が貸借
対照表計上額を
超えないもの

国　債 － － －
社　債 － － －
小　計 － － －
合　計 24,734 25,823 1,089

　　　③　その他有価証券
　　　　�　その他有価証券において、種類ごとの貸借対照表計上額、

取得原価およびこれらの差額については、次のとおりです。

　　　③　�時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は
次のとおりであり、これらは①の金融商品の時価情報には
含まれていません。

　　　　　　　　　　貸借対照表計上額
　　　　　外部出資　89,170百万円
　　　　　合　　計　89,170百万円

（注）�外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものについては、時
価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対
象としていません。

　　　④　金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
� （単位：百万円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

預け金 1,071,663 － － － －   　 －
有価証券    51,743 37,855 31,768 46,854 68,477 503,293
　�満期保有目

的の債券     2,084 11,000 － － － 10,482

　�そ の 他 有
価 証 券 の
うち満期が
あるもの

49,658 26,855 31,768 46,854 68,477 492,811

貸出金    38,995 30,502 29,076 17,428 24,999 96,444
合　　計 1,162,402 68,358 60,845 64,282 93,476 599,738

（注）1.貸出金のうち、貸借対照表上の当座貸越（融資型を除く）700百万円につ
いては「1年以内」に含めています。

　　2.貸出金のうち、3か月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等800
百万円は償還の予定が見込まれないため、含めていません。

　　　⑤　借用金およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
� （単位：百万円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

貯金 1,995,548 201 133 24 10 －
譲渡性貯金 　 － 　 － 　 － － － －
借用金 　 12,700 9,800 36,100 26,200 － 　　－
債券貸借取引
受入担保金 　  2,039 　 － 　 － － － －

合　　計 2,010,287 10,001 36,233 26,224 10 －
（注）貯金のうち、要求払貯金については「1年以内」に含めています。

５　有価証券に関する事項
（１）有価証券の時価および評価差額等に関する事項は次のとおりです。
　　　①　売買目的有価証券はありません。
　　　②　満期保有目的の債券
　　　　�　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上

額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。
� （単位：百万円）

種類 貸借対照表
計上額 時価 差額

時価が貸借
対照表計上額を
超えるもの

国　債 13,002  13,229 227 
社　債 10,566 11,115 548
小　計 23,569 24,344 775

時価が貸借
対照表計上額を
超えないもの

国　債 － － －
社　債 － － －
小　計 － － －
合　計 23,569 24,344 775

　　　③　その他有価証券
　　　　�　その他有価証券において、種類ごとの貸借対照表計上額、

取得原価およびこれらの差額については、次のとおりです。
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平成30年度 令和元年度

� （単位：百万円）
種類 貸借対照表

計上額 取得原価 差額

貸借対照表計
上額が取得原
価を超えるも
の

株　式 8,752 5,902 2,850
債　券 580,184 560,179 20,004
　国　債 206,064 192,367 13,697
　地方債 70,513 68,511 2,002
　政府保証債 1,829 1,789 39
　社　債 270,385 266,596 3,789
　外国証券 31,391 30,915 476
受益証券 55,934 44,822 11,111
投資証券 3,637 2,803 834
小　　計 648,509 613,708 34,801

貸借対照表計
上額が取得原
価を超えない
もの

株　式 4,244 4,930 △686
債　券 36,167 36,432 △265
　国　債 － － －
　地方債 － － －
　政府保証債 － － －
　社　債 18,101 18,147 △46
　外国証券 18,065 18,284 △218
受益証券 20,969 21,833 △863
投資証券 368 386 △17
小　　計 61,750 63,583 △1,832
合　　計 710,259 677,291 32,968

（注）�上記差額合計から繰延税金負債9,042百万円を差し引いた金額23,926百万円
が、「その他有価証券評価差額金」に含まれています。

（２）当年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。
（３）当年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。
� （単位：百万円）

売却額 売却益 売却損

株　式 7,541 389 301
債　券 72,264 1,037 44
その他 1,700 705 0
合　計 81,505 2,132 346

６　金銭の信託に関する事項
　　　金銭の信託の保有目的区分別の内訳は次のとおりです。
　　　①　運用目的の金銭の信託
　　　　　貸借対照表計上額	 1,998百万円
　　　　　当年度の損益に含まれた評価差額	 △2百万円
　　　②　満期保有目的の金銭の信託はありません。

� （単位：百万円）
種類 貸借対照表

計上額 取得原価 差額

貸借対照表計
上額が取得原
価を超えるも
の

株　式 6,227 5,213 1,013 
債　券 414,471 399,217 15,254
　国　債 175,567 164,409 11,158
　地方債 62,465 60,763 1,702
　短期社債 － 　　　　 － －
　社　債 152,064 150,499 1,565
　外国証券 24,374 23,546   828
受益証券 37,178 29,343 7,834
投資証券   1,801 1,508 292
小　　計 459,679 435,283 24,395

貸借対照表計
上額が取得原
価を超えない
もの

株　式 5,436 7,244  △1,807
債　券 280,158 283,285 △3,126
　国　債 － － －
　地方債 11,310 11,347 △36
　短期社債 1,999 2,000 △0
　社　債 235,041 237,264 △2,223
　外国証券 31,806 32,672 △866
受益証券 33,576 37,726 △4,149
投資証券 1,314 1,587 △272
小　　計 320,486 329,843 △9,356
合　　計 780,165 765,127 　15,038

（注）�上記差額合計から繰延税金負債4,128百万円を差し引いた金額10,909百万円
が、「その他有価証券評価差額金」に含まれています。

（２）当年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。
（３）当年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。
� （単位：百万円）

売却額 売却益 売却損

株　式 2,711 171 175 
債　券 102,093 1,468 108
その他 203 41 　　　－
合　計 105,008 1,680 284

（４）�売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極め
て困難なものを除く。）のうち、当該有価証券の時価が取得原
価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する
見込みがあると認められないものについては、当該時価をもっ
て貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当年度の損失
として処理（以下、減損処理という。）しています。

　　　�当年度における減損処理額は、316百万円（うち株式316百万
円）です。

　　　�なお、減損処理にあたっては、当年度末における時価が取得
原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、
30％以上50％未満下落した場合は、回復の可能性を考慮して
減損処理を行っています。

６　金銭の信託に関する事項
　　　金銭の信託の保有目的区分別の内訳は次のとおりです。
　　　①　運用目的の金銭の信託
　　　　　貸借対照表計上額� 3,009百万円
　　　　　当年度の損益に含まれた評価差額� 9百万円
　　　②　満期保有目的の金銭の信託はありません。
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平成30年度 令和元年度
　　　③　その他の金銭の信託� （単位：百万円）

　 貸借対照表
計上額 取得原価 差額

うち貸借対照表
計上額が取得原価

を超えるもの

うち貸借対照表
計上額が取得原価
を超えないもの

その他の
金銭の信託 18,602 18,999 △397 78 △475

（注）1.上記差額合計から繰延税金資産108百万円を加えた金額△288百万円が、
「その他有価証券評価差額金」に含まれています。

　　2.「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額
が取得原価を超えないもの」は、それぞれ「差額」の内訳です。

７　退職給付に関する事項
（１）退職給付
　　　①　採用している退職給付制度の概要
　　　　�　当会では、確定給付型の制度として、退職一時金制度（非

積立型制度であるが、一部に全国共済農業協同組合連合会と
の契約に基づく確定給付企業年金制度を採用しており、積立
型制度に区分して記載しています。）を設けています。退職
給付一時金制度では、退職給付として、職位と勤務期間に基
づいた一時金を支給しています。

　　　　�　当会が有する確定給付企業年金制度および退職一時金制度
は、簡便法により退職給付引当金および退職給付費用を計算
しています。

　　　②　確定給付制度
　　　　ａ　退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
　　　　　　期首における退職給付引当金� 1,157百万円
　　　　　　退職給付費用� 113百万円
　　　　　　退職給付の支払額� △62百万円
　　　　　　制度への拠出額� △14百万円
　　　　　　期末における退職給付引当金� 1,193百万円
　　　　ｂ　退職給付債務および年金資産と貸借対照表に計上された
　　　　　　退職給付引当金の調整表
　　　　　　積立型制度の退職給付債務� 1,628百万円
　　　　　　年金資産� △435百万円
� 1,193百万円
　　　　　　非積立型制度の退職給付債務� －百万円
　　　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額� 1,193百万円

　　　　　　退職給付引当金	�  1,193百万円
　　　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額� 1,193百万円
　　　　ｃ　退職給付に関連する損益
　　　　　　簡便法で計算した退職給付費用� 113百万円

（２）�人件費には、厚生年金保険制度および農林漁業団体職員共済組
合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃
止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合

（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充て
るため拠出した特例業務負担金を含めて計上しています。

　　　�なお、当年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担
金の額は、18百万円となっています。

　　　�また、存続組合より示された平成31年３月現在における令和
14年３月までの特例業務負担金の将来見込額は、217百万円
となっています。

　　　③　その他の金銭の信託� （単位：百万円）

　 貸借対照表
計上額 取得原価 差額

うち貸借対照表
計上額が取得原価

を超えるもの

うち貸借対照表
計上額が取得原価
を超えないもの

その他の
金銭の信託 18,019 19,985 △1,966 93 △2,059  

（注）1.上記差額合計から繰延税金資産539百万円を加えた金額△1,426百万円が、
「その他有価証券評価差額金」に含まれています。

　　2.「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額
が取得原価を超えないもの」は、それぞれ「差額」の内訳です。

７　退職給付に関する事項
（１）退職給付
　　　①　採用している退職給付制度の概要
　　　　�　当会では、確定給付型の制度として、退職一時金制度（非

積立型制度であるが、一部に全国共済農業協同組合連合会と
の契約に基づく確定給付企業年金制度を採用しており、積立
型制度に区分して記載しています。）を設けています。退職
給付一時金制度では、退職給付として、職位と勤務期間に基
づいた一時金を支給しています。

　　　　�　当会が有する確定給付企業年金制度および退職一時金制度
は、簡便法により退職給付引当金および退職給付費用を計算
しています。

　　　②　確定給付制度
　　　　ａ　退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
　　　　　　期首における退職給付引当金� 1,193百万円
　　　　　　退職給付費用� 130百万円
　　　　　　退職給付の支払額� △215百万円
　　　　　　制度への拠出額� △14百万円
　　　　　　期末における退職給付引当金� 1,093百万円
　　　　ｂ　退職給付債務および年金資産と貸借対照表に計上された
　　　　　　退職給付引当金の調整表
　　　　　　積立型制度の退職給付債務� 1,531百万円
　　　　　　年金資産� △437百万円
� 1,093百万円
　　　　　　非積立型制度の退職給付債務� －百万円
　　　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額� 1,093百万円

　　　　　　退職給付引当金� 1,093百万円
　　　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額� 1,093百万円
　　　　ｃ　退職給付に関連する損益
　　　　　　簡便法で計算した退職給付費用� 130百万円

（２）�人件費には、厚生年金保険制度および農林漁業団体職員共済組
合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃
止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合

（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充て
るため拠出した特例業務負担金を含めて計上しています。

　　　�なお、当年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担
金の額は、17百万円となっています。

　　　�また、存続組合より示された令和２年３月現在における令和
14年３月までの特例業務負担金の将来見込額は、217百万円
となっています。
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平成30年度 令和元年度

８　税効果会計に関する事項
（１）繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等
　　　繰延税金資産
　　　　退職給付引当金� 327百万円
　　　　繰延資産償却超過額� 32百万円
　　　　事業税� 70百万円
　　　　地方法人特別税� 30百万円
　　　　賞与引当金� 18百万円
　　　　役員退職慰労引当金� 20百万円
　　　　貸出金償却� 233百万円
　　　　貸倒引当金� 1,353百万円
　　　　相互援助積立金� 1,387百万円
　　　　貸出金未収利息� 390百万円
　　　　未払支払奨励金� 282百万円
　　　　その他� 43百万円
　　　繰延税金資産小計� 4,191百万円
　　　評価性引当額� △3,376百万円
　　　繰延税金資産合計（A）� 815百万円
　　　繰延税金負債
　　　　その他有価証券評価差額金� △8,933百万円
　　　　その他� △0百万円
　　　繰延税金負債合計（B）� △8,934百万円
　　　繰延税金負債の純額（A）＋（B）� △8,118百万円

（２）法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
　　　法定実効税率� 27.44％
　　　（調整）
　　　　交際費等永久に損金に算入されない項目� 0.19％
　　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目　� △2.60％
　　　　事業分量配当金� △2.83％
　　　　住民税均等割等� 0.08％
　　　　評価性引当額の増減� 1.08％
　　　　その他� △1.54％
　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率� 21.81％

９　キャッシュ ･フロー計算書に関する事項
　　　�キャッシュ ･フロー計算書における資金（現金および現金同等

物）の範囲は、貸借対照表上の「現金」ならびに「預け金」中
の当座預け金、普通預け金および通知預け金です。

10　持分法損益等に関する事項
　　　 関連会社に持分法を適用した場合の投資損益等
　　　　 関連会社に対する投資の金額� 120百万円
　　　　 持分法を適用した場合の投資の金額� 437百万円
　　　 　持分法を適用した場合の投資損失の金額� 24百万円

８　税効果会計に関する事項	
（１）繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等
　　　繰延税金資産
　　　　退職給付引当金� 300百万円
　　　　繰延資産償却超過額� 40百万円
　　　　事業税� 28百万円
　　　　地方法人特別税� 12百万円
　　　　賞与引当金� 17百万円
　　　　役員退職慰労引当金� 15百万円
　　　　貸出金償却� 229百万円
　　　　貸倒引当金� 1,336百万円
　　　　相互援助積立金� 1,387百万円
　　　　貸出金未収利息� 426百万円
　　　　有価証券有税償却額� 73百万円
　　　　未払支払奨励金� 292百万円
　　　　その他� 32百万円
　　　繰延税金資産小計� 4,192百万円
　　　評価性引当額� △3,456百万円
　　　繰延税金資産合計（A）� 735百万円
　　　繰延税金負債
　　　　その他有価証券評価差額金� △3,589百万円
　　　　その他� △0百万円
　　　繰延税金負債合計（B）� △3,590百万円
　　　繰延税金負債の純額（A）＋（B）� △2,854百万円

（２）法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
　　　法定実効税率� 27.44％
　　　（調整）
　　　　交際費等永久に損金に算入されない項目�  0.20％
　　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目� △6.99％
　　　　事業分量配当金� △3.58％
　　　　住民税均等割等� 0.10％
　　　　評価性引当額の増減� 2.13％
　　　　その他� 0.03％
　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率� 19.33％

９　キャッシュ ･フロー計算書に関する事項
　　　�キャッシュ ･フロー計算書における資金（現金および現金同等

物）の範囲は、貸借対照表上の「現金」ならびに「預け金」中
の当座預け金、普通預け金および通知預け金です。

10　持分法損益等に関する事項
　　　 関連会社に持分法を適用した場合の投資損益等
　　　　 関連会社に対する投資の金額� 120百万円
　　　　 持分法を適用した場合の投資の金額� 355百万円
　　　　 持分法を適用した場合の投資損失の金額� 82百万円
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６．財務諸表の適正性等にかかる確認

　　（注）財務諸表とは、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、注記表および剰余金処分計算書を指しています。

確　認　書

①�　私は、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの事業年度にかかるディ
スクロージャー誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に関するすべての重要な点
において関係諸法令に準拠して適正に表示されていることを確認しました。

②�　当該確認を行うにあたり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備され、
有効に機能していることを確認しました。

　　・�業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制が整備
されております。

　　・�業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性・有効性を
検証しており、重要な事項については理事会等に適切に報告されております。

　　・�重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されております。

令和２年６月30日

三重県信用農業協同組合連合会
代表理事理事長　生川　秀治

７．会計監査人の監査

　　　�　令和元年度の貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書および注記表は、農業協同組合法第３７条の２第３
項の規定に基づき、みのり監査法人の監査を受けています。
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１．最近の５事業年度の主要な経営指標
� （単位：百万円、千口）

項　　　目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

経 常 収 益 20,770 21,830 21,166 23,613 21,181
経 常 利 益 5,145 5,023 3,844 4,652 3,762
当 期 剰 余 金 3,769 3,652 2,736 3,636 3,033
出 資 金
（ 出 資 口 数 ）

39,124
(7,824)

39,124
(7,824)

39,124
(7,824)

68,752
(13,750)

68,752
(13,750)

純 資 産 額 108,070 106,157 107,545 143,360 131,080
総 資 産 額 1,885,666 2,023,275 2,133,354 2,217,572 2,226,549
貯 金 等 残 高 1,720,137 1,844,174 1,942,920 1,983,840 1,995,916
貸 出 金 残 高 194,149 200,829 209,048 220,098 238,248
有 価 証 券 残 高 466,770 524,256 620,009 734,994 803,735
剰 余 金 配 当 金 額 1,174 1,199 1,143 1,158 1,198

普 通 出 資 配 当 額 572 572 572 572 572
後 配 出 資 配 当 額 104 104 104 104 104
第二種後配出資配当額 － － － 0 29
事 業 分 量 配 当 額 496 521 466 481 490

職 員 数 169人 170人 167人 166人 158人
単 体 自 己 資 本 比 率 18.16％ 15.81％ 14.64％ 13.94％ 13.14％

（注）「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成１８年金融庁・農林水産省告示第２号）に基づき算出しています。

２．利益総括表
� （単位：百万円、％）

項　　　　目 平成30年度 令和元年度 増　　減

資 金 運 用 収 支 4,864 4,152 △711
役 務 取 引 等 収 支 80 76 △3
そ の 他 事 業 収 支 1,742 2,918 1,176
事 業 粗 利 益
（ 事 業 粗 利 益 率 ）

6,687
(0.31)

7,148
(0.32)

461
(0.01)

業 務 純 益 3,605 4,163 558
（注）１．資金運用収支＝資金運用収益－（資金調達費用－金銭の信託運用見合費用）
　　 ２．役務取引等収支＝役務取引等収益－役務取引等費用
　　 ３．その他事業収支＝その他事業収益－その他事業費用
　　 ４．事業粗利益＝資金運用収支＋役務取引等収支＋その他事業収支
　　 ５．事業粗利益率＝事業粗利益／資金運用勘定平均残高×１００
　　 ６．業務純益＝事業粗利益－一般貸倒引当金純繰入額－経費
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３．資金運用収支の内訳
 � （単位：百万円、％）

項　　　目 平成３０年度 令和元年度
平均残高 利　　息 利　回 平均残高 利　　息 利　回

資 金 運 用 勘 定 2,125,981 18,354 0.86 2,207,506 17,078 0.77
うち　預 け 金 1,242,230 8,903 0.72 1,165,309 7,756 0.67
うち　有 価 証 券 650,908 6,530 1.00 785,735 7,116 0.91
うち　貸 出 金 216,220 2,923 1.35 230,499 2,120 0.92

資 金 調 達 勘 定 2,098,243 13,542 0.65 2,162,597 12,925 0.60
うち　貯 金 2,002,305 13,280 0.66 2,036,669 13,046 0.64
うち　譲渡性貯金 － － － － － －
うち　借 用 金 79,133 371 0.47 79,339 － －

総 資 金 利 ざ や － － 0.07 － － 0.03
（注）１．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率

資金調達原価率＝（資金調達費用（貯金利息＋譲渡性貯金利息＋売現先利息＋債券貸借取引支払利息＋借用金利息＋金利スワップ支払利息＋その他支払利息（支
払雑利息等））＋経費－金銭の信託運用見合費用）／（貯金＋譲渡性貯金＋売現先勘定＋債券貸借取引受入担保金＋借用金＋その他（貸付留保金、従業員預り金等）
－金銭の信託運用見合額）×１００

　　 ２．資金運用勘定の「うち預け金」の利息には、受取奨励金および受取特別配当金が含まれています。
　　 ３．資金調達勘定の「うち貯金」の利息には、支払奨励金が含まれています。
　　 ４．資金調達勘定計の平均残高および利息は金銭の信託運用見合額および金銭の信託運用見合費用を控除しています。

４．受取・支払利息の増減額
� （単位：百万円）

項　　　　　目 平成３０年度増減額 令和元年度増減額

受 取 利 息 958 △1,275
うち　預 け 金 763 △1,146
うち　有 価 証 券 214 585
うち　貸 出 金 △14 △802

支 払 利 息 1,364 △616
うち　貯 金 1,388 △234
うち　譲 渡 性 貯 金 △0 －
うち　借 用 金 △2 △371

差 引 △405 △659
（注）１．増減額は前年度対比です。
　　 ２．受取利息の「うち預け金」には、受取奨励金および受取特別配当金が含まれています。
　　 ３．支払利息の「うち貯金」には、支払奨励金が含まれています。
　　 ４．支払利息計の増減額は金銭の信託運用見合費用控除後の支払利息額の増減額です。
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１．貯金に関する指標

（１）科目別貯金平均残高� （単位：百万円、％）

種　　　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

流 動 性 貯 金 32,749 （1.6） 31,990 （1.6） △759
定 期 性 貯 金 1,968,226 （98.3） 2,003,265 （98.4） 35,039
そ の 他 の 貯 金 1,330 （0.1） 1,413 （0.1） 83

小　　　  計 2,002,305 （100.0） 2,036,669 （100.0） 34,364
譲 渡 性 貯 金 － （－） － （－） －

合　　　  計 2,002,305 （100.0） 2,036,669 （100.0） 34,364
（注）１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金
　　 ２．定期性貯金＝定期貯金＋積立定期貯金
　　 ３．（　）内は構成比です。

（２）定期貯金残高� （単位：百万円、％）

種　　　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

定 期 貯 金 1,956,504 （100.0） 1,968,224 （100.0） 11,720
う ち 　 固 定 金 利 定 期 1,956,504 （100.0） 1,968,224 （100.0） 11,720
う ち 　 変 動 金 利 定 期 － （－） － （－） －

（注）１．固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金
　　 ２．変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金
　　 ３．（　）内は構成比です。

２．貸出金等に関する指標

（１）科目別貸出金平均残高� （単位：百万円）

種　　　　類 平成30年度 令和元年度 増  減

手 形 貸 付 978 979 0
証 書 貸 付 201,577 215,999 14,421
当 座 貸 越 13,645 13,487 △158
割 引 手 形 17 33 15

合　　　  計 216,220 230,499 14,279

（２）貸出金の金利条件別内訳残高� （単位：百万円、％）

種　　　　類 平成30年度 令和元年度 増  減

固 定 金 利 貸 出 142,513 （64.7） 158,031 （66.3） 15,517
変 動 金 利 貸 出 77,585 （35.3） 80,217 （33.7） 2,632

合　　　  計 220,098 （100.0） 238,248 （100.0） 18,149
（注）（　）内は構成比です。
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（３）貸出金の担保別内訳残高� （単位：百万円）

種　　　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

貯 金 ・ 定 期 積 金 等 524 477 △47
有 価 証 券 5,229 5,860 630
動 産 2,217 1,788 △429
不 動 産 19,095 20,412 1,317
そ の 他 担 保 物 1,880 1,959 78

小　　　　計 28,946 30,497 1,550
農 業 信 用 基 金 協 会 保 証 1,193 1,380 186
そ の 他 保 証 205 160 △44

小　　　　計 1,399 1,541 141
信 用 189,752 206,210 16,457

合　　　　計 220,098 238,248 18,149

（４）債務保証の担保別内訳残高� （単位：百万円）

種　　　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

貯 金 ・ 定 期 積 金 等 － － －
有 価 証 券 － － －
動 産 － － －
不 動 産 － － －
そ の 他 担 保 物 － － －

小　　　　計 － － －
信 用 664 624 △39

合　　　　計 664 624 △39

（５）貸出金の使途別内訳残高� （単位：百万円、％）

種　　　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

設 備 資 金 21,123 （9.6） 20,554 （8.6） △569
運 転 資 金 198,975 （90.4） 217,694 （91.4） 18,718

合　　　　計 220,098 （100.0） 238,248 （100.0） 18,149
（注）（　）内は構成比です。
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（６）貸出金の業種別残高� （単位：百万円、％）

種　　　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

農 業 4,165 （1.9） 4,040 （1.7） △124
林 業 － （－） － （－） －
水 産 業 52 （0.0） 41 （0.0） △11
製 造 業 24,652 （11.2） 29,030 （12.2） 4,378
鉱 業 463 （0.2） 426 （0.2） △36
建 設 業 5,743 （2.6） 6,287 （2.6） 543
電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 4,805 （2.2） 5,654 （2.4） 849
運 輸 ・ 通 信 業 14,555 （6.6） 17,515 （7.3） 2,960
卸 売 ・ 小 売 ・ 飲 食 業 16,324 （7.4） 16,336 （6.9） 12
金 融 ・ 保 険 業 59,318 （27.0） 65,971 （27.7） 6,652
不 動 産 業 27,036 （12.3） 28,262 （11.9） 1,225
サ ー ビ ス 業 27,497 （12.5） 32,241 （13.5） 4,743
地 方 公 共 団 体 35,096 （15.9） 32,121 （13.5） △2,975
そ の 他 386 （0.2） 318 （0.1） △67

合　　　　　計 220,098 （100.0） 238,248 （100.0） 18,149
（注）（　）内は構成比です。

（７）主要な農業関係の貸出金残高
①営農類型別� （単位：百万円）

種　　　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

穀 作 110 104 △5

野 菜 ・ 園 芸 385 173 △212

果 樹 ・ 樹 園 農 業 31 42 10

工 芸 作 物 243 319 75

養 豚 ・ 肉 牛 ・ 酪 農 2,511 2,512 0

養 鶏 ・ 養 卵 257 204 △53

養 蚕 － － －

そ の 他 農 業 1,244 1,406 161

農 業 関 連 団 体 等 5,579 4,873 △706

合　　　　　計 10,365 9,635 △729
（注）１．�農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人および農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や、農産物の生産・加工・流通に関係する事業に

必要な資金等が該当します。
　　 　　なお、上記（６）の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。
　　 ２．「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業サービス業、農業所得が従となる農業者等が含まれています。
　　 ３．「農業関連団体等」には、ＪＡや全農とその子会社等が含まれています。
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②資金種類別
〔貸出金〕� （単位：百万円）

種　　　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

プ ロ パ ー 資 金 9,261 8,873 △387
農 業 制 度 資 金 1,104 762 △341

う ち 農 業 近 代 化 資 金 670 381 △289
う ち そ の 他 制 度 資 金 433 380 △52

合　　　　　計 10,365 9,635 △729
（注）１．プロパー資金とは、当会原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。
　　 ２．�農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補給等を行うことで当会が低利で融資するもの、③日本政

策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と②を対象としています。
　　 ３．その他制度資金には、農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。

〔受託貸付金〕� （単位：百万円）

種　　　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

日 本 政 策 金 融 公 庫 資 金 2,951 3,037 85
合　　　　　計 2,951 3,037 85

（注）日本政策金融公庫資金は、農業（旧農林漁業金融公庫）にかかる資金をいいます。

（８）リスク管理債権の状況� （単位：百万円）

区　　　　分 平成30年度 令和元年度 増　減

破 綻 先 債 権 額 568 645 76

延 滞 債 権 額 5,540 5,043 △497

３ か 月 以 上 延 滞 債 権 額 － － －

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 － － －

合　　　　　計 6,109 5,688 △421
（注）１．破綻先債権
　　　　 �　�元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息を計

上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第96条第１項第３号イからホまでに
掲げる事由または同項第４号に規定する事由が生じている貸出金をいいます。

　    ２．延滞債権
　　　　 　未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権および債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸出金をいいます。
　    ３．３か月以上延滞債権			 
　　　　 　元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上遅延している貸出金で、破綻先債権および延滞債権に該当しないものをいいます。
　    ４．貸出条件緩和債権			 
　　　　 �　�債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ

た貸出金で、破綻先債権、延滞債権および３か月以上延滞債権に該当しないものをいいます。
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（９）金融再生法開示債権区分に基づく債権額および保全状況� （単位：百万円）

債　　権　　区　　分 平成30年度 令和元年度 増　減

金融再生法に基づく不良債権（Ａ） 6,113 5,688 △424
破産更生債権およびこれらに準ずる債権 872 890 18
危険債権 5,241 4,798 △443
要管理債権 － － －

正常債権（Ｂ） 214,730 233,261 18,530
合計（Ａ）+（Ｂ） 220,844 238,949 18,105

金融再生法に基づく不良債権に対する保全額（Ｃ） 6,061 5,688 △372
担保・保証 847 511 △336
貸倒引当金 5,213 5,177 △36

保全率（Ｃ）／（Ａ）×１００ 99.14% 100.00% 0.86%
（注）　�上記の債権区分は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成10年法律第132号）第６条に基づき、債務者の財政状態および経営成績等を基礎とし

て、次のとおり区分したものです。なお、当会は同法の対象とはなっていませんが、参考として同法の定める基準に従い債権額を掲載しています。
　　　①破産更生債権およびこれらに準ずる債権
　　　 　　�破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに準ずる債権をいいます。
　　　②危険債権
　　　 　　�債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取りができない可能性の高

い債権をいいます。
　　　③要管理債権
　　　 　　�３か月以上延滞債権で上記①および②に該当しないものおよび貸出条件緩和債権をいいます。
　　　④正常債権
　　　 　　�債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、上記①から③までに掲げる債権以外のものに区分される債権をいいます。
　　　⑤担保・保証
　　　 　　�破産更生債権およびこれらに準ずる債権、危険債権および要管理債権のうち、貯金、有価証券、不動産等の担保、保証等により回収が見込まれる債権額をいい

ます。
　　　⑥貸倒引当金
　　　 　　�破産更生債権およびこれらに準ずる債権、危険債権および要管理債権のうち、すでに貸倒引当金に繰り入れた引当残高をいいます。

（10）元本補填契約のある信託にかかる貸出金のリスク管理債権の状況
　　　該当する取引はありません。

（11）貸倒引当金の期末残高および期中の増減額� （単位：百万円）

区　分
平成30年度 令和元年度

期　首
残　高

期　中
増加額

期中減少額 期　末
残　高

期　首
残　高

期　中
増加額

期中減少額 期　末
残　高目的使用 その他 目的使用 その他

一般貸倒引当金 626 655 － 626 655 655 625 － 655 625
個別貸倒引当金 4,509 5,214 － 4,509 5,214 5,214 5,177 10 5,203 5,177

合　計 5,135 5,869 － 5,135 5,869 5,869 5,802 10 5,859 5,802
（注）洗替表示となっています。

（12）貸出金償却の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

項　　　　目 平成30年度 令和元年度

貸 出 金 償 却 額 － －
（注）貸出金償却は、個別貸倒引当金の目的使用による取崩額を相殺する前の金額です。
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３．有価証券に関する指標

（１）種類別有価証券平均残高� （単位：百万円）

種　　　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

国 債 208,784 179,482 △29,302
地 方 債 56,544 73,969 17,425
政 府 保 証 債 1,813 55 △1,757
金 融 債 － － －
短 期 社 債 19,094 43,712 24,618
社 債 249,674 349,642 99,968
株 式 10,691 11,850 1,158
外 国 証 券 41,857 54,321 12,464
受 益 証 券 58,457 69,641 11,184
投 資 証 券 3,990 3,058 △931

合　　　　計 650,908 785,735 134,827

（２）商品有価証券種別平均残高
　　　該当する取引はありません。

（３）有価証券残存期間別残高� （単位：百万円）

種　類 １年以下 １年超
３年以下

３年超
５年以下

５年超
７年以下

７年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合  計

平成30年度
国 債 28,249 63,180 7,302 － 23,428 96,907 － 219,068
地 方 債 3,959 6,852 5,884 5,448 10,707 37,661 － 70,513
政 府 保 証 債 － － － － － 1,829 － 1,829
金 融 債 － － － － － － － －
短 期 社 債 － － － － － － － －
社 債 2,009 11,787 40,272 31,201 96,387 118,056 501 300,216
株 式 － － － － － － 12,996 12,996
外 国 証 券 1,502 10,861 20,742 9,869 6,481 － － 49,457
受 益 証 券 1,151 2,239 15,996 3,473 16,276 3,068 34,698 76,904
投 資 証 券 － － － － － － 4,006 4,006
合 　 　 計 36,873 94,921 90,198 49,993 153,281 257,522 52,203 734,994

令和元年度
国 債 38,273 27,341 4,120 － 32,525 86,310 － 188,570
地 方 債 4,004 8,022 8,223 8,294 12,540 32,691 － 73,776
政 府 保 証 債 － － － － － － － －
金 融 債 － － － － － － － －
短 期 社 債 1,999 － － － － － － 1,999
社 債 3,653 10,286 76,077 45,421 143,388 117,853 992 397,672
株 式 － － － － － － 11,664 11,664
外 国 証 券 4,213 11,815 25,498 9,791 4,862 － － 56,181
受 益 証 券 － 12,811 1,842 6,803 15,350 344 33,603 70,754
投 資 証 券 － － － － － － 3,115 3,115
合 　 　 計 52,144 70,276 115,761 70,310 208,665 237,200 49,375 803,735

　（注）金額は貸借対照表計上額によっています。
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４．有価証券の時価情報等

（１）有価証券の時価情報
　　①売買目的有価証券�  （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度

貸借対照表計上額 当年度の損益に
含まれた評価差額 貸借対照表計上額 当年度の損益に

含まれた評価差額

売 買 目 的 有 価 証 券 － － － －

　　②満期保有目的の債券�  （単位：百万円）

種　　類
平成30年度 令和元年度

貸借対照表
計上額 時　　価 差　　額 貸借対照表

計上額 時　　価 差　　額

時 価 が 貸 借
対 照 表 計 上
額 を 超 え る
もの

国 債 13,004 13,408 404 13,002 13,229 227
地 方 債 － － － － － －
政 府 保 証 債 － － － － － －
金 融 債 － － － － － －
短 期 社 債 － － － － － －
社 債 11,730 12,414 684 10,566 11,115 548
外 国 証 券 － － － － － －
受 益 証 券 － － － － － －
投 資 証 券 － － － － － －
小 計 24,734 25,823 1,089 23,569 24,344 775

時 価 が 貸 借
対 照 表 計 上
額 を 超 え な
いもの

国 債 － － － － － －
地 方 債 － － － － － －
政 府 保 証 債 － － － － － －
金 融 債 － － － － － －
短 期 社 債 － － － － － －
社 債 － － － － － －
外 国 証 券 － － － － － －
受 益 証 券 － － － － － －
投 資 証 券 － － － － － －
小 計 － － － － － －

合　　　　　　計 24,734 25,823 1,089 23,569 24,344 775
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　　③その他有価証券�  （単位：百万円）

種　　類
平成30年度 令和元年度

貸借対照表
計上額 取得原価 差　　額 貸借対照表

計上額 取得原価 差　　額

貸 借 対 照 表
計 上 額 が 取
得 原 価 を 超
えるもの

株 式 8,752 5,902 2,850 6,227 5,213 1,013
債 券 580,184 560,179 20,004 414,471 399,217 15,254

国 債 206,064 192,367 13,697 175,567 164,409 11,158
地 方 債 70,513 68,511 2,002 62,465 60,763 1,702
政府保証債 1,829 1,789 39 － － －
金 融 債 － － － － － －
短 期 社 債 － － － － － －
社 債 270,385 266,596 3,789 152,064 150,499 1,565
外 国 証 券 31,391 30,915 476 24,374 23,546 828

受 益 証 券 55,934 44,822 11,111 37,178 29,343 7,834
投 資 証 券 3,637 2,803 834 1,801 1,508 292
小 計 648,509 613,708 34,801 459,679 435,283 24,395

貸 借 対 照 表
計 上 額 が 取
得 原 価 を 超
えないもの

株 式 4,244 4,930 △686 5,436 7,244 △1,807
債 券 36,167 36,432 △265 280,158 283,285 △3,126

国 債 － － － － － －
地 方 債 － － － 11,310 11,347 △36
政府保証債 － － － － － －
金 融 債 － － － － － －
短 期 社 債 － － － 1,999 2,000 △0
社 債 18,101 18,147 △46 235,041 237,264 △2,223
外 国 証 券 18,065 18,284 △218 31,806 32,672 △866

受 益 証 券 20,969 21,833 △863 33,576 37,726 △4,149
投 資 証 券 368 386 △17 1,314 1,587 △272
小 計 61,750 63,583 △1,832 320,486 329,843 △9,356

合　　　　　　計 710,259 677,291 32,968 780,165 765,127 15,038
（注）�時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、

当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、減損処理（評価差額を当期の損失として処理するもの）しています。なお、減損処理額は次のとおりです。
　　　令和元年度　316百万円（株式　316百万円）

（２）金銭の信託の時価情報
　　①運用目的の金銭の信託�  （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度

貸借対照表計上額 当年度の損益に
含まれた評価差額 貸借対照表計上額 当年度の損益に

含まれた評価差額

運用目的の金銭の信託 1,998 △2 3,009 9
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　　②満期保有目的の金銭の信託�  （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度

貸借
対照表
計上額

時　価 差　額

うち時価
が貸借対
照表計上
額を超え
るもの

うち時価
が貸借対
照表計上
額を超え
ないもの

貸借
対照表
計上額

時　価 差　額

うち時価
が貸借対
照表計上
額を超え
るもの

うち時価
が貸借対
照表計上
額を超え
ないもの

満期保有目的
の金銭の信託 － － － － － － － － － －

（注）「うち時価が貸借対照表計上額を超えるもの」「うち時価が貸借対照表計上額を超えないもの」は、それぞれ「差額」の内訳です。

　　③その他の金銭の信託�  （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度

貸借
対照表
計上額

取得原価 差　額

うち貸借
対照表計
上額が取
得原価を
超えるも
の

うち貸借
対照表計
上額が取
得原価を
超えない
もの

貸借
対照表
計上額

取得原価 差　額

うち貸借
対照表計
上額が取
得原価を
超えるも
の

うち貸借
対照表計
上額が取
得原価を
超えない
もの

そ の 他 の
金銭の信託 18,602 18,999 △397 78 △475 18,019 19,985 △1,966 93 △2,059

（注）「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、それぞれ「差額」の内訳です。

（３）デリバティブ取引等
　　（デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連店頭デリバティブ取引）

　　金利関連取引
　　　該当する取引はありません。

　　通貨関連取引� （単位：百万円）

区　分
平成30年度 令和元年度

契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益

取引所
通 貨 先 物

売 建 － － － － － －
買 建 － － － － － －

通 貨
オプション

売 建 － － － － － －
買 建 － － － － － －

店　頭
通 貨 ス ワ ッ プ 4 4 0 － － －

為 替
オプション

売 建 － － － － － －
買 建 － － － － － －

計 4 4 0 － － －

　　株式関連取引
　　　該当する取引はありません。

　　債券関連取引
　　　該当する取引はありません。
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１．利益率
� （単位：％）

項　　　　　目 平成30年度 令和元年度 増　　減

総 資 産 経 常 利 益 率 0.21 0.16 △0.05
純 資 産 経 常 利 益 率 5.09 3.05 △2.04
総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.16 0.13 △0.03
純 資 産 当 期 純 利 益 率 3.98 2.46 △1.52

（注）１．総資産経常利益率＝経常利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100
　　 ２．純資産経常利益率＝経常利益／純資産勘定平均残高×100
　　 ３．総資産当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100
　　 ４．純資産当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／純資産勘定平均残高×100

２．貯貸率・貯証率
� （単位：％）

区　　　　　分 平成30年度 令和元年度 増　　減

貯貸率
期　　末 11.09 11.94 0.85
期中平均 10.80 11.32 0.52

貯証率
期　　末 37.05 40.27 3.22
期中平均 32.51 38.58 6.07

（注）１．貯貸率（期　　末）＝貸出金残高／貯金残高×100
　　 ２．貯貸率（期中平均）＝貸出金平均残高／貯金平均残高×100
　　 ３．貯証率（期　　末）＝有価証券残高／貯金残高×100
　　 ４．貯証率（期中平均）＝有価証券平均残高／貯金平均残高×100
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１．自己資本の状況

■ 自己資本比率の状況

　当会では、多様化するリスクに対応するとともに、会員や利用者のニーズに応えるため、財務基盤の強化を経営の
重要課題として取り組んでいます。内部留保の増加に努めるとともに、業務の効率化等に取り組んだ結果、令和２年
３月末における自己資本比率は、13.14% となりました。

■ 経営の健全性の確保と自己資本の充実

　当会の自己資本は会員からの普通出資金のほか、後配出資金により調達しています。

普通出資金
項　　　目 内　　　容

発行主体 三重県信用農業協同組合連合会
資本調達手段の種類 普通出資金
コア資本にかかる基礎項目に算入した額 286億円（前年度286億円）

後配出資金
項　　　目 内　　　容

発行主体 三重県信用農業協同組合連合会
資本調達手段の種類 後配出資金
コア資本にかかる基礎項目に算入した額 401億円（前年度401億円）

　当会におけるリスク管理とは、「経営戦略や業務方針の達成に対する不確実性の要因、すなわちリスクを、当会と
して許容できるレベルまで調整し、そのために必要な施策を行うこと」であり、そうした取り組みによって「当会経
営の安定性を確保し、期待される役割発揮が可能な状態を維持すること」を目的としています。
　このような考え方を踏まえ、具体的な取り組みとして、影響度が大きく計量可能な財務上の諸リスクを中心に、統
合的なリスクの把握と管理を行っています。この統合的なリスク管理において総体的に捉えたリスクを、自己資本を
ベースとする経営体力と比較・対照することによって、自己資本の充実度の評価を行っています。
　また、自己資本比率の算出にあたっては、「自己資本比率算出規程」および「自己資本比率算出事務手続」を制定し、
適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出しています。

62 62

Ｖ　
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

資
料
編Ｖ　自己資本の充実の状況

三重信連の現状DISCLOSURE2020.indb   62 2020/07/16   16:57:40



（１）自己資本の構成� （単位：百万円）

項         目 平成30年度 令和元年度

コア資本にかかる基礎項目（１）
普通出資または非累積的永久優先出資にかかる会員資本の額 118,563 120,398

うち、出資金および資本準備金の額 68,752 68,752
うち、再評価積立金の額 － －
うち、利益剰余金の額 50,969 52,844
うち、外部流出予定額（△） 1,158 1,198
うち、上記以外に該当するものの額 － －

コア資本にかかる基礎項目の額に算入される引当金の合計額 5,711 5,680
うち、一般貸倒引当金および相互援助積立金コア資本算入額 5,711 5,680
うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本にかかる基礎項目の額に含まれる額 － －
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達
手段の額のうち、コア資本にかかる基礎項目の額に含まれる額 － －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相
当する額のうち、コア資本にかかる基礎項目の額に含まれる額 － －

コア資本にかかる基礎項目の額� （イ） 124,274 126,079
コア資本にかかる調整項目（２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツにかかるものを除く。）の額の合計額 76 101

うち、のれんにかかるものの額 － －
うち、のれんおよびモーゲージ・サービシング・ライツにかかるもの以外の額 76 101

繰延税金資産（一時差異にかかるものを除く。）の額 － －
適格引当金不足額 － －
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －
前払年金費用の額 － －
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －
特定項目にかかる十パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連す
るものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツにかかる無形固定資産に
関連するものの額 － －

うち、繰延税金資産（一時差異にかかるものに限る。）に関連する
ものの額 － －

特定項目にかかる十五パーセント基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連す
るものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツにかかる無形固定資産に
関連するものの額 － －

うち、繰延税金資産（一時差異にかかるものに限る。）に関連する
ものの額 － －

コア資本にかかる調整項目の額� （ロ） 76 101
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））� （ハ） 124,197 125,977
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項         目 平成30年度 令和元年度

リスク・アセット等（３）
信用リスク・アセットの額の合計額 878,715 946,779

資産（オン・バランス）項目 870,435 941,718
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 － －

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段にかかるエクスポージャー
にかかる経過措置を用いて算出したリスク・アセットの額から経過措
置を用いずに算出したリスク・アセットの額を控除した額（△）

－ －

うち、上記以外に該当するものの額 － －
オフ・バランス項目 8,280 5,061
ＣＶＡリスク相当額を八パーセントで除して得た額 － －
中央清算期間関連エクスポージャーにかかる信用リスク・アセットの額 － －

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得
た額 12,198 11,346

信用リスク・アセット調整額 － －
オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －
リスク・アセット等の額の合計額� （ニ） 890,914 958,126
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 13.94％ 13.14％

（注）１．農協法第 11 条の２第１項第１号の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための基準にかかる算式に基づき算出しています。
　　　　 なお、当会は国内基準を採用しています。
　　 ２．�当会は、信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法を、適格金融資産担保の適用については信用リスク削減手法の簡便手法を、オペレーショナル・

リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。基礎的手法とは、１年間の粗利益に０．15 を乗じた額の直近３年間の平均値によりオペレー
ショナル・リスク相当額を算出する方法です。

　　　　 �なお、１年間の粗利益は、経常利益から国債等債券売却益・償還益およびその他経常収益を控除し、役務取引等費用、国債等債券売却損・償還損・償却、経費、
その他経常費用および金銭の信託運用見合費用を加算して算出しています。

� （単位：百万円）
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（２）自己資本の充実度に関する事項
　信用リスクに対する所要自己資本の額および区分ごとの内訳� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度

信用リスク・アセット エクスポージャー 
の期末残高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー 
の期末残高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

現 金 2,803 － － 1,594 － －
我が国の中央政府および中央銀行向け 205,769 － － 178,085 － －
外国の中央政府および中央銀行向け 9,500 1,042 41 8,630 853 34
国 際 決 済 銀 行 等 向 け － － － － － －
我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け 103,690 － － 104,296 － －
外国の中央政府等以外の公共部門向け 2,345 569 22 1,896 709 28
国 際 開 発 銀 行 向 け 500 － － 500 － －
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け 6,526 652 26 2,532 253 10
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け 73,334 7,153 286 68,228 6,822 272
地 方 三 公 社 向 け 6,626 342 13 10,043 1,025 41
金融機関および第一種金融商品取引業者向け 1,253,432 245,517 9,820 1,192,384 229,129 9,165
法 人 等 向 け 352,975 221,338 8,853 488,158 289,371 11,574
中 小 企 業 等 向 け お よ び 個 人 向 け 348 245 9 379 276 11
抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン 31 11 0 27 9 0
不 動 産 取 得 等 事 業 向 け 660 556 22 4,246 369 14
三 月 以 上 延 滞 等 858 279 11 801 233 9
取 立 未 済 手 形 2,164 432 17 1,924 384 15
信 用 保 証 協 会 等 に よ る 保 証 付 1,197 118 4 1,383 137 5
株 式 会 社 地 域 経 済 活 性 化
支 援 機 構 等 に よ る 保 証 付 － － － － － －
出 資 等 15,884 15,884 635 17,414 17,414 696

（うち出資等のエクスポージャー） 15,884 15,884 635 17,414 17,414 696
（うち重要な出資のエクスポージャー） － － － － － －

上 記 以 外 125,827 314,272 12,570 130,607 323,933 12,957
（うち他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対
象普通出資等およびその他外部TLAC関連調達手段に
該当するもの以外のものにかかるエクスポージャー）

6,830 17,077 683 10,156 25,391 1,015
（うち農林中央金庫の対象資本調達
手段にかかるエクスポージャー） 117,955 294,889 11,795 117,953 294,883 11,795
（うち特定項目のうち調整項目に算入さ
れない部分にかかるエクスポージャー） 843 2,109 84 773 1,934 77
（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権
を保有している他の金融機関等にかかるその他外
部TLAC関連調達手段に関するエクスポージャー）

－ － － － － －
（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有
していない他の金融機関等にかかるその他外部TLAC関連調
達手段のうち,その他外部TLAC関連調達手段にかかる五パ
ーセント基準額を上回る部分にかかるエクスポージャー）

－ － － － － －

（うち上記以外のエクスポージャー） 196 195 7 1,723 1,723 68
証 券 化 － － － － － －

（ う ち S T C 要 件 適 用 分 ） － － － － － －
（ う ち 非 S T C 要 件 適 用 分 ） － － － － － －

再 証 券 化 － － － － － －
リ ス ク ・ ウ ェ イ ト の み な し 計 算
が 適 用 さ れ る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 87,656 70,299 2,811 90,088 75,855 3,034

（ う ち ル ッ ク ス ル ー 方 式 ） 87,656 70,299 2,811 90,088 75,855 3,034
（ う ち マ ン デ ー ト 方 式 ） － － － － － －
（ う ち 蓋 然 性 方 式 2 5 0 ％ ） － － － － － －
（ う ち 蓋 然 性 方 式 4 0 0 ％ ） － － － － － －
（ う ち フ ォ ー ル バ ッ ク 方 式 ） － － － － － －

経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 － － － － － －
他の金融機関等の対象資本調達手段にかかるエク
スポージャーにかかる経過措置によりリスク・ア
セ ッ ト の 額 に 算 入 さ れ な か っ た も の の 額 （ △ ）

－ － － － － －

標準的手法を適用するエクスポージャー別計 2,252,134 878,715 35,148 2,303,221 946,779 37,871
Ｃ Ｖ Ａ リ ス ク 相 当 額 × ８ ％ － － － － － －
中央清算機関関連エクスポージャー － － － － － －

合 計 （ 信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 ） 2,252,134 878,715 35,148 2,303,221 946,779 37,871

オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク に 対 す
る 所 要 自 己 資 本 の 額 ＜ 基 礎 的 手 法 ＞

オペレーショナル・リスク相
当 額 を ８ ％ で 除 し て 得 た 額 所要自己資本額 オペレーショナル・リスク相

当 額 を ８ ％ で 除 し て 得 た 額 所要自己資本額
ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％

12,198 487 11,346 453

所 要 自 己 資 本 額
リスク・アセット等（分母）合計 所要自己資本額 リスク・アセット等（分母）合計 所要自己資本額

ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％
890,914 35,636 958,126 38,325

（注）１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごとに記載しています。
　　　２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。
　　　３．�「三月以上延滞等」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上延滞している債務者にかかるエクスポージャーおよび「金融機関および第

一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが 150％になったエクスポージャーのことです。
　　　４．�「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。
　　　５．�「証券化」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有す

る取引のことです。
　　　６．�「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジット・デリバティブ

の免責額が含まれます。
　　　７．�オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたり、当会では基礎的手法を採用しています。
　　　　　＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞

　　（粗利益（正の値の場合に限る）× 15％）の直近３年間の合計額　÷８％　　　　　　 直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数
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２．信用リスクに関する事項
■ リスク管理の方針および手続の概要
　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により資産（オフ・バランス資産を含む）の価値が減少ないし消
失し損失を被るリスクのことです。当会は信用リスクを、収益獲得に際し能動的に取得するリスクのひとつとして位
置づけ、とりわけ貸出金の信用リスクについては、内部格付制度に基づく適正なポートフォリオ運営・管理および収
益管理を行うことにより、適切に管理しています。
　信用リスク取引にかかる経営戦略に基づく年間の対処方針、運用方針等は、理事長以下で構成する企画会議または
ALM 委員会において審議のうえ、理事会において決定しています。また、理事長以下で構成するリスク管理委員会
を毎月開催し、当会が保有するリスク量やリスク内容を把握するとともに、状況に応じて対応方針を協議・決定して
います。
　与信審査については、営業部門から独立した審査所管部を設置し、個別内部格付の決定、個別与信審査、大口与信
先等の信用状況のモニタリング、自己査定における第二次査定の実施を通じて、デフォルト等に伴う損失を最小限に
抑え適正なリターンの確保を図っています。

当会における貸倒引当金は、「資産の償却・引当要領」に基づき計上しています。
○�実質破綻先・破綻先に対する債権について、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を

控除した残額を個別貸倒引当金として計上しています。
○�破綻懸念先に対する債権について、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、

その残額のうち必要と認める額を個別貸倒引当金として計上しています。
○�要注意先（要管理先含む）・正常先に対する債権について、主として今後１年間の予想損失額または今後３年間の

予想損失額を見込んだ額を一般貸倒引当金として計上しています。
（注）�「予想損失額」とは、１年間または３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等

必要な修正を加えて算定したもののことです。

■ 標準的手法に関する事項
　当会では自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により算出しています。ま
た、信用リスク・アセットの算出におけるリスク・ウェイトの判定にあたり使用する格付等は次のとおりです。
①�リスク・ウェイトの判定にあたり使用する格付は、以下の適格格付機関による依頼格付のみ使用し、非依頼格付は

使用しないこととしています。

適格格付機関

株式会社格付投資情報センター（R&I）
株式会社日本格付研究所（JCR）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody’s）
S&P グローバル・レーティング（S&P）
フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

②�リスク・ウェイトの判定にあたり使用するエクスポージャーごとの適格格付機関の格付またはカントリー・リスク・
スコアは以下のとおりです。

エクスポージャー 適格格付機関 カントリー・リスク・スコア

中央政府および中央銀行 日本貿易保険
国際開発銀行向けエクスポージャー Ｒ＆Ｉ、ＪＣＲ、Ｍｏｏｄｙ’ｓ、Ｓ＆Ｐ、Ｆｉｔｃｈ
金融機関向けエクスポージャー 日本貿易保険
法人等向けエクスポージャー（長期） Ｒ＆Ｉ、ＪＣＲ、Ｍｏｏｄｙ’ｓ、Ｓ＆Ｐ、Ｆｉｔｃｈ
法人等向けエクスポージャー（短期） Ｒ＆Ｉ、ＪＣＲ、Ｍｏｏｄｙ’ｓ、Ｓ＆Ｐ、Ｆｉｔｃｈ

（注）「リスク・ウェイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出するための掛目のことです。
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（１）信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）および三月以上延滞
　　エクスポージャーの期末残高� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
信 用 リ ス ク
に 関 す る エ
ク ス ポ ー ジ
ャーの残高

三月以上延
滞エクスポ
ージャー

信 用 リ ス ク
に 関 す る エ
ク ス ポ ー ジ
ャーの残高

三月以上延
滞エクスポ
ージャー

うち
貸出金等 うち債券

うち店頭
デリバテ
ィブ

うち
貸出金等 うち債券

うち店頭
デリバテ
ィブ

国 内 2,129,026 283,579 586,891 － 858 2,170,092 322,741 664,033 － 801
国 外 35,451 － 35,451 － － 43,041 － 43,041 － －

地域別残高計 2,164,478 283,579 622,342 － 858 2,213,133 322,741 707,074 － 801

法
　
　
　
人

農 業 4,356 4,356 － － － 4,262 4,262 － － －
林 業 － － － － － － － － － －
水 産 業 52 52 － － － 41 41 － － －
製 造 業 76,935 25,261 48,125 － － 119,626 29,499 86,336 － －
鉱 業 463 463 － － － 426 426 － － －
建設・不動産業 60,397 32,709 23,537 － 838 75,416 34,575 36,786 － 795
電気・ガス・熱
供 給 ・ 水 道 業 69,148 4,810 64,138 － － 80,464 5,661 74,518 － －

運 輸 ・ 通 信 業 54,963 15,374 36,138 － － 71,705 18,249 48,292 － －
金 融 ・ 保 険 業 1,494,807 125,324 127,967 － － 1,466,840 155,136 147,745 － －
卸売・小売・飲
食・サービス業 70,937 39,078 30,440 － － 89,903 41,992 46,905 － －

日 本 国 政 府 ・
地 方 公 共 団 体 309,459 35,097 274,361 － － 282,056 32,123 249,932 － －

上 記 以 外 7,231 183 3,707 － － 5,672 147 3,211 － －
個 人 863 863 － － 20 624 624 － － 5
そ の 他 14,861 4 13,924 － － 16,092 － 13,344 － －

業種別残高計 2,164,478 283,579 622,342 － 858 2,213,133 322,741 707,074 － 801
１ 年 以 下 1,195,222 18,847 30,958 － 1,148,423 28,835 47,862 －
１年超３年以下 116,086 31,357 84,729 － 88,219 40,952 47,266 －
３年超５年以下 93,244 28,497 64,746 － 135,130 32,861 102,269 －
５年超７年以下 61,731 23,543 38,187 － 84,931 32,325 52,606 －
７ 年 超 １０  年 以 下 142,848 20,899 121,949 － 204,216 21,872 182,344 －
１０ 年 超 331,893 64,546 267,346 － 318,097 57,716 260,380 －
期 限 の 定 め
の な い も の 223,451 95,887 14,425 － 234,115 108,177 14,344 －

残存期間別残高計 2,164,478 283,579 622,342 － 2,213,133 322,741 707,074 －
（注） １．�信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに該当す

るもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）ならびにオフ・バランス取引および派生商品取引の与信相当額を含みます。
　　　２．�「うち貸出金等」には、貸出金のほか、コミットメントおよびその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エクスポージャーを含んでいます。 

なお、コミットメントとは、契約した期間・融資枠の範囲内で、お客さまのご請求に基づき、金融機関が融資を実行することを約束する契約における融資可
能残額のことです。

　　　３．「店頭デリバティブ」とは、スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引をいいます。
　　　４．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上延滞しているエクスポージャーをいいます。
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（２）貸倒引当金の期末残高および期中増減額
ａ　貸倒引当金の期末残高および期中の増減額� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度

期　首
残　高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高

期　首
残　高

期　中
増加額

期中減少額 期　末
残　高目的使用 その他 目的使用 その他

一般貸倒引当金 626 655 － 626 655 655 625 － 655 625
個別貸倒引当金 4,509 5,214 － 4,509 5,214 5,214 5,177 10 5,203 5,177

合　　　計 5,135 5,869 － 5,135 5,869 5,869 5,802 10 5,859 5,802
（注）洗替表示となっています。

ｂ　業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額および貸出金償却の額� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
個別貸倒引当金

貸出金
償　却

個別貸倒引当金

貸出金
償　却期　首

残　高
期　中
増加額

期中減少額 期末
残高

期　首
残　高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高目的

使用 その他 目的
使用 その他

国 内 4,509 5,214 － 4,509 5,214 5,214 5,177 10 5,203 5,177
国 外 － － － － － － － － － －

地 域 別 計 4,509 5,214 － 4,509 5,214 5,214 5,177 10 5,203 5,177

法　
　
　
人

農 業 － － － － － － － 47 － － 47 －
林 業 － － － － － － － － － － － －
水 産 業 － － － － － － － － － － － －
製 造 業 － 85 － － 85 － 85 85 － 85 85 －
鉱 業 435 453 － 435 453 － 453 416 － 453 416 －
建設・不動産業 3,892 4,493 － 3,892 4,493 － 4,493 4,466 － 4,493 4,466 －

電気・ガス・熱
供給・水道業 － － － － － － － － － － － －

運輸・通信業 － － － － － － － － － － － －
金融・保険業 － － － － － － － － － － － －
卸売・小売・飲
食・サービス業 157 154 － 157 154 － 154 151 － 154 151 －

上 記 以 外 1 1 － 1 1 － 1 1 － 1 1 －
個 人 21 27 － 21 27 － 27 10 10 17 10 －

業 種 別 計 4,509 5,214 － 4,509 5,214 － 5,214 5,177 10 5,203 5,177 －
（注）１．一般貸倒引当金については業種別の算定を行っていないため、個別貸倒引当金のみ記載しています。
　　　２．洗替表示となっています。
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（3）信用リスク削減効果勘案後の残高およびリスク・ウェイト １２５０％を適用する残高�（単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
格付あり 格付なし 計 格付あり 格付なし 計

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

0 % － 353,798 353,798 － 347,607 347,607
2% － － － － － －
4% － － － － － －
10% － 81,154 81,154 － 74,041 74,041
20% 31,115 1,232,054 1,263,169 62,743 1,150,540 1,213,284
35% － 31 31 － 27 27
50% 201,038 3,323 204,362 287,937 3,493 291,431
75% － 337 337 － 374 374
100% 62,299 73,551 135,851 71,218 86,149 157,368
150% － 142 142 － 115 115
200% － － － － － －
250% － 125,630 125,630 － 128,883 128,883
その他 － － － － － －
1250% － － － － － －

合　計 294,453 1,870,024 2,164,478 421,900 1,791,233 2,213,133
（注）１．�信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、

証券化エクスポージャーに該当するものを除く）ならびにオフ・バランス取引および派生商品取引の与信相当額を含みます。
　　 ２．�「格付あり」にはエクスポージャーのリスク・ウェイト判定において格付を使用しているもの、「格付なし」にはエクスポージャーのリスク・ウェイト判定にお

いて格付を使用していないものを記載しています。なお、格付は適格格付機関による依頼格付のみ使用しています。
　　 ３．�経過措置によってリスク・ウェイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後のリスク・ウェイトによって集計しています。また、経過措置によっ

てリスク・アセットを算入したものについても集計の対象としています。
　　 ４．�1250％には、非同時決済取引にかかるもの、信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジット・デリバティブの免責額にかかるもの、重要な出資にか

かるエクスポージャ－などリスク・ウェイト 1250％を適用したエクスポージャーがあります。
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３．信用リスク削減手法に関する事項

■ 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針および手続の概要

　「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出において、エクスポージャー
に対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場合に、エクスポージャーのリスク・ウェイトに代え、
担保や保証人に対するリスク・ウェイトを適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。
　当会では、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出規程」にて定めています。
　信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自会貯金の相殺」を適用しています。
　適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取引相手または取引相手のた
めに第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取引をいいます。当会では、適格金融資産担保取引
について、信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。
　保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウェイトが適用される中央政府等、我が国の地方公共団体、
地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、外国の中央政府以外の公共部門、国際開発銀行、および金融機関ま
たは第一種金融商品取引業者、これら以外の主体で長期格付を付与しているものを適格保証人とし、エクスポージャー
のうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウェイトに代えて、保証人のリスク・ウェ
イトを適用しています。
　ただし、証券化エクスポージャーについては、これら以外の主体で保証提供時に長期格付が A- または A3 以上で、
算定基準日に長期格付が BBB- または Baa3 以上の格付を付与しているものを適格保証人とし、エクスポージャーの
うち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウェイトに代えて、保証人のリスク ･ ウェ
イトを適用しています。
　貸出金と自会貯金の相殺については、①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その他これらに類する事由にか
かわらず、貸出金と自会貯金の相殺が法的に有効であることを示す十分な根拠を有していること、②同一の取引相手
との間で相殺契約下にある貸出金と自会貯金をいずれの時点においても特定することができること、③自会貯金が継
続されないリスクが、監視および管理されていること、④貸出金と自会貯金の相殺後の額が、監視および管理されて
いること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出金と自会貯金の相殺後の額を信用リスク削減手法適
用後のエクスポージャー額としています。
　担保に関する評価および管理方法は、一定のルールのもと定期的に担保確認および評価の見直しを行っています。
なお、主要な担保の種類は自会貯金です。
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（1）信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
適格金融
資産担保 保証 クレジット・

デリバティブ
適格金融
資産担保 保証 クレジット・

デリバティブ

地方公共団体金融機構向け － － － － － －
我が国の政府関係機関向け － 1,795 － － － －
地 方 三 公 社 向 け － 4,915 － － 4,913 －
金 融 機 関 お よ び 第 一 種
金 融 商 品 取 引 業 者 向 け 25,500 － － 48,500 － －

法 人 等 向 け 92 － － 2,121 － －
中小企業等向けおよび個人向け 5 － － 5 － －
抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン － － － － － －
不 動 産 取 得 等 事 業 向 け － － － － － －
三 月 以 上 延 滞 等 － － － － － －
証 券 化 － － － － － －
中 央 清 算 機 関 関 連 － － － － － －
上 記 以 外 － 1,904 － － 1,904 －

合　　　　　　　計 25,597 8,614 － 50,626 6,817 －
（注）１．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。
　　　２．�「三月以上延滞等」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上延滞している債務者にかかるエクスポージャーおよび「金融機関および第

一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが １５０％になったエクスポージャーのことです。
　　　３．�「証券化」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有す

る取引のことです。
　　　４．�「上記以外」には、現金・外国の中央政府および中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・

未決済取引・その他の資産（固定資産等）等が含まれます。
　　　５．�「クレジット・デリバティブ」とは、第三者（参照組織）の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者（プロテクションの買い手）と信用リスクを取得

したい者（プロテクションの売り手）との間で契約を結び、参照組織に信用事由（延滞・破綻など）が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から
契約に基づく一定金額を受領する取引をいいます。

４．派生商品取引および長期決済期間取引のリスクに関する事項

■ �派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理
の方針および手続の概要

　「派生商品取引」とは、その価格（現在価値）が他の証券・商品（原資産）の価格に依存して決定される金融商品（先
物、オプション、スワップ等）にかかる取引です。
　「長期決済期間取引」とは、有価証券等の受渡しまたは決済を行う取引であって、約定日から受渡日（決済日）ま
での期間が５営業日または市場慣行による期間を超えることが約定され、取引相手に対する有価証券等の引渡しまた
は資金の支払いをその反対取引に先立って行う取引です。
　当会では、派生商品取引および長期決済期間取引に関して、以下の方針に基づき管理を行っています。

○派生商品取引
　「余裕金運用方針」および「運用基準」において、先物、オプション取引の運用枠および１回の購入限度額、ロスカッ
ト基準等を設定し、保有有価証券の価格下落リスクヘッジ、取得予定有価証券の価格上昇リスクヘッジ等の目的で実
施しています。

○長期決済期間取引
　原則行いません。
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（１）派生商品取引および長期決済期間取引の内訳
　　　該当する取引はありません。

（２）与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブ
　　　該当する取引はありません。

（３）信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブ
　　　該当する取引はありません。

５．証券化エクスポージャーに関する事項

■ リスク管理の方針およびリスク特性の概要

　「証券化エクスポージャー」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに
階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。「再証
券化エクスポージャー」とは、原資産の一部または全部が証券化エクスポージャーである取引にかかるエクスポー
ジャーのことです。
　当会では、適切なリスク管理のもと、証券化取引を運用手段の一つとして継続的な活用を図っています。なお、当
会は、証券を購入する投資家の役割であり、他の役割（オリジネーター、サービサー信用補完の提供者等）を担うこ
とはありません。また、証券化取引は、信用リスク、金利リスク、ならびに証券化エクスポージャー固有の構造上の
特性や裏付け資産等に起因するリスクを有しており、証券の保有額は、当会が格付ごとに個別に定める保有限度額内
で管理しています。

■ 体制の整備およびその運用状況の概要

　証券化エクスポージャーについてのリスク特性および構造上の特性、ならびに証券化エクスポージャーの裏付け資
産についてのリスク特性およびその状況を継続的に把握するために必要な体制を整備しています。また、投資決定時
に市場環境および投資案件にかかる妥当性の分析・評価を行うとともに、投資期間中には定期的なモニタリングを実
施し、投資案件の時価評価、格付状況ならびに裏付け資産の内容等を把握し、リスク管理委員会に報告しています。

■ 信用リスク・アセット額算出方法の名称

　証券化エクスポージャーにかかる信用リスク・アセットの額の算出については、外部格付準拠方式、標準的手法準
拠方式を採用しており、いずれにも該当しない場合は 1250％のリスク・ウェイトを適用しています。

■ 証券化取引に関する会計方針

　証券化取引については、「金融商品にかかる会計基準」および「金融商品会計に関する実務指針」に基づき会計処
理を行っています。
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■ �証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイト判定に使用する 
適格格付機関の名称

　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定にあたり使用する格付は、以下の適格格付機関による所要の要
件を満たした依頼格付のみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

適格格付機関

株式会社格付投資情報センター（R&I）
株式会社日本格付研究所（JCR）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody’s）
S&P グローバル・レーティング (S&P)
フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

■ 内部評価方式の概要

　当会は内部格付手法を採用していないため該当しません。

■ �当会が投資家である場合における信用リスク・アセットの算出対象となる 
証券化エクスポージャーに関する事項

　該当する取引はありません。

６．オペレーショナル・リスクに関する事項

■ リスク管理の方針および手続の概要

　「オペレーショナル・リスク」とは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不適切であることまたは災
害等により損失を被るリスクのことです。当会では、オペレーショナル・リスクに含まれる種々のリスクのうち、と
りわけ重要である事務リスク管理について、事務ミス発生時に速やかに経営層まで発生状況・原因等を報告し、再発
防止策を講じる取り組みや事務処理堅確化の一助となる各種要領・マニュアル等の整備を進め、事務ミス発生の未然
防止を図る取り組みを行っています。

■ オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称

　当会では、自己資本比率算出におけるオペレーショナル・リスク相当額の算出にあたり、「基礎的手法」を採用し
ています。
　基礎的手法とは、１年間の粗利益に 0.15 を乗じた額の直近３年間の平均値によりオペレーショナル・リスク相当
額を算出する方法です。なお、１年間の粗利益は、経常利益から国債等債券売却益・償還益およびその他経常収益を
控除し、役務取引等費用、国債等債券売却損・償還損・償却、経費、その他経常費用および金銭の信託運用見合費用
を加算して算出します。

73 74

Ｖ　自己資本の充実の状況

Ｖ　
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

資
料
編

三重信連の現状DISCLOSURE2020.indb   73 2020/07/16   16:57:42



７．出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項

■ �出資その他これに類するエクスポ―ジャーに関するリスク管理の方針 
および手続の概要

　「出資その他これに類するエクスポージャー」とは、貸借対照表上の有価証券勘定および外部出資勘定の株式また
は出資として計上されているものです。
　当会で保有する出資その他これに類するエクスポージャーは、その他有価証券として区分される株式および外部出
資勘定の株式または出資として計上されているものです。

○その他有価証券として区分される株式
　その他有価証券として区分される株式については、市場リスク管理の枠組みの中で適切にリスク管理を行っています。

○外部出資勘定の株式または出資
　外部出資勘定の株式または出資については、個別に出資先等の財務状況、当会との関わり合い等を考慮したうえで、
適切にリスク管理を行っています。

（１）出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額および時価� 　（単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額

上　　　場 12,996 12,996 11,664 11,664
非　上　場 89,170 89,170 89,170 89,170

合　計 102,167 102,167 100,835 100,835
（注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

（２）出資その他これに類するエクスポージャーの売却および償却に伴う損益� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額

389 301 － 170 175 －

（３）貸借対照表で認識され損益計算書で認識されない評価損益の額
　　（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等）� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
評価益 評価損 評価益 評価損

2,850 686 1,013 1,807

（４）貸借対照表および損益計算書で認識されない評価損益の額
　　（子会社・関連会社株式の評価損益等）
　　　該当する評価損益の額はありません。

73 74

Ｖ　
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

資
料
編

三重信連の現状DISCLOSURE2020.indb   74 2020/07/16   16:57:42



８．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度

ルックスルー方式を適用するエクスポージャー 87,656 90,088
マンデート方式を適用するエクスポージャー － －
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー － －
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー － －
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー － －

９．金利リスクに関する事項

■ 金利リスクに関するリスク管理の方針および手続の概要

　「金利リスク」とは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（例えば貸出金、有価証券、
貯金等）が、金利変動に伴い損失を被るリスクのことで、具体的には資産と負債の金利または期間のミスマッチが存
在している中で金利が変動することにより、利益が低下ないし損失を被るリスクです。
当会におけるリスク管理方針および手続きについては以下のとおりです。

○リスク管理および計測の対象とする金利リスクの考え方および範囲に関する説明
　当会では、金利リスクを重要なリスクの一つとして認識し、適切な管理体制のもとで他の市場リスクと一体的に管
理をしています。

○リスク管理およびリスクの削減の方針に関する説明
　当会は、ALM 委員会において、収支シミュレーションの分析を行いリスク削減に努めています。

○金利リスク計測の頻度
　毎月末を基準日として、月次で IRRBB を計測しており、当結果をリスク管理委員会に報告しています。また、当局
より報告が求められている基準日（3 月末、6 月末、9 月末、12 月末）においては、当委員会のほか、理事会および
経営管理委員会へも報告しています。

■ 金利リスクの算定手法の概要

　当会では、経済価値ベースの金利リスク量（⊿EVE）については、金利感応ポジションにかかる基準日時点のイー
ルドカーブに基づき計算されたネット現在価値と、標準的な金利ショックを与えたイールドカーブに基づき計算され
たネット現在価値の差により算出しており、金利ショックの幅は、上方パラレルシフト、下方パラレルシフト、スティー
プ化の３シナリオによる金利ショック（通貨ごとに異なるショック幅）を適用しています。
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○流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期
　流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期は 0.98 年です。

○流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期
　流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期は 5 年です。

○流動性貯金への満期の割り当て方法 ( コア貯金モデル等 ) およびその前提
　流動性貯金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用しています。

○固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約に関する前提
　固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約について考慮していません。

○複数の通貨の集計方法およびその前提
　通貨別に算出した金利リスクの正値を合算しています。通貨間の相関等は考慮していません。

○スプレッドに関する前提 ( 計算にあたって割引金利やキャッシュ・フローに含めるかどうか )
　�一定の前提を置いたスプレッドを考慮してキャッシュ・フローを展開しています。
　なお、当該スプレッドは金利変動ショックの設定上は不変としています。

○内部モデルの使用等、⊿EVEおよび⊿ＮⅠⅠに重大な影響を及ぼすその他の前提

　内部モデルは使用していません。

〇前事業年度末の開示からの変動に関する説明
　⊿EVEの前事業年度末からの変動要因は、運用資産の増加によるものです。

○計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
　該当ありません。

■ �⊿EVEおよび⊿NⅠⅠ以外の金利リスクを計測している場合における、 
当該金利リスクに関する事項

○金利ショックに関する説明
　リスク資本配賦管理として VaR で計測する市場リスク量を算定しています。

○金利リスク計測の前提およびその意味 ( 特に、農協法自己資本開示告示に基づく定量的開示の
　対象となる⊿EVEおよび⊿ＮⅠⅠと大きく異なる点）

　特段ありません。
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■ �金利リスクに関する事項
　　（単位：百万円）

IRRBB1：金利リスク
⊿EVE ⊿NⅠⅠ

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

上方パラレルシフト 60,259 66,770 4,516
下方パラレルシフト 0 0 7
スティープ化 48,458 51,137
最大値 60,259 66,770 4,516

平成30年度 令和元年度
自己資本の額 124,197 125,977

（注）１．�「金利リスクに関する事項」のうち「⊿NⅠⅠ」については、平成31年金融庁・農水省告示第1号（平成31年2月18日付）の改正に基づき、開示初年度となるこ
とから令和元年度分のみを開示しています。

　　　２．�「⊿EVE」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する経済的価値の減少額として計測されるものをいいます。
　　　３．�「⊿NⅠⅠ」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する算出基準日から12か月を経過する日までの間の金利収益の減少額として計測されるものをいいます。
　　　４．�「上方パラレルシフト」とは、通貨および将来の期間ごとに、当該通貨および当該将来の期間に応じた算出基準日時点のリスクフリー・レートに、別に定める

パラレルシフトに関する金利変動幅を加える金利ショックをいいます。
　　　５．�「下方パラレルシフト」とは、通貨および将来の期間ごとに、当該通貨および当該将来の期間に応じた算出基準日時点のリスクフリー・レートに、別に定める

パラレルシフトに関する金利変動幅にマイナス１を乗じて得た数値を加える金利ショックをいいます。
　　　６．�「スティープ化」とは、通貨および将来の期間ごとに、当該通貨および当該将来の期間に応じた算出基準日時点のリスクフリー・レートに、別に定める算式を

用いて得た金利変動幅を加える金利ショックをいいます。
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１．役員
（１）対象役員

　開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象役員」は、経営管理委員、理事および監事をいいます。

（２）役員報酬等の種類、支払総額および支払方法
　役員に対する報酬等の種類は、基本報酬と退職慰労金の２種類で、令和元年度における対象役員に対する報酬等の
支払総額は、次のとおりです。
　なお、基本報酬は毎月所定日に指定口座への振り込みの方法による現金支給のみであり、退職慰労金は、その支給
に関する総会決議後、所定の手続きを経て、基本報酬に準じた方法で支払っています。

� （単位：百万円）

　
支給総額（注 2）

基本報酬 退職慰労金

対象役員（注 1）に対する報酬等 73 　　 12
（注１）対象役員は、経営管理委員 10 名、理事 6 名、監事 5 名です。（期中に退任した者を含む。）
（注２）�退職慰労金については、当年度に実際に支給した額ではなく、当年度の費用として認識される部分の金額（引当金への繰入額と支給額のうち当年度の負担

に属する金額）によっています。

（３）対象役員の報酬等の決定等
①　役員報酬（基本報酬）
　役員報酬は、経営管理委員、理事および監事の別に各役員に支給する報酬総額の最高限度額を総会において決定し、
その範囲内において、経営管理委員各人別の報酬額については経営管理委員会において、理事各人別の報酬額につい
ては理事会において決定し、監事各人別の報酬額については監事の協議によって定めています。なお、業績連動型の
報酬体系とはなっていません。
　この場合の役員各人別の報酬額の決定にあたっては、各人の役職・責務や在任年数等を勘案して決定していますが、
その基準等については、役員報酬審議会（構成：三重県等から選出された委員 5 人）に諮問をし、その答申を踏まえ
て決定しています。また、上記の支給する報酬総額の最高限度額もこの基準をもとに決定しています。

②　役員退職慰労金
　役員退職慰労金については、役員報酬に役員在職年数に応じた係数を乗じて算定し、総会で経営管理委員、理事お
よび監事の別に各役員に支給する退職慰労金の総額の承認を受けた後、役員退職慰労金規程に基づき、経営管理委員
については経営管理委員会、理事については理事会、監事については監事の協議によって各人別の支給額と支給時期・
方法を決定し、その決定に基づき支給しています。
　なお、この役員退職慰労金の支給に備えて公正妥当なる会計慣行に即して引当金を計上しています。
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２．職員等
・対象職員等
　�　開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象職員等（注 1）」の範囲は、当会の職員であって、常勤役員が受

ける報酬等と同等額（注 2）以上の報酬等を受ける者（注 3）のうち、当会の業務および財産の状況に重要な影響を与える
者をいいます。

　　なお、令和元年度において、対象職員等に該当する者はいません。
　　（注１）対象職員等には、期中に退職した者も含めています。
　　（注２）「同等額」は、令和元年度に当会の常勤役員に支払った報酬額等の平均額としています。
　　（注３）令和元年度において当会の常勤役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいません。

３．その他
　当会の対象役員および対象職員等の報酬等の体系は、上記開示のとおり過度なリスクテークを惹起するおそれのあ
る要素はありません。したがって、報酬告示のうち、「対象役員および対象職員等の報酬等の体系とリスク管理の整
合性ならびに対象役員および対象職員等の報酬等と業績の連動に関する事項」その他「報酬等の体系に関し参考とな
るべき事項」として、記載する内容はありません。
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■本　　店	 〒５１４-０００４　三重県津市栄町一丁目９６０番地
	 ＴＥＬ　０５９-２２９-９０２３　ＦＡＸ　０５９-２２６-３１２８

アカツカビル

ホテルルートイン津

JAグリーン公園
（県庁前公園）

税理士会館 水産会館

津偕楽公園

津偕楽公園

三重県合同ビル

津駅前郵便局

Ｎ

県議会
議事堂

三重県庁 JA三重ビル本館

JA三重信連

JA三重ビル別館

県庁西

津駅西

津駅入口

栄町2

栄町2南

２３

県庁前

ＪＲ・近鉄
津 駅

アスト津
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https://www.jamie.or.jp/shinren/

https://www.jamie.or.jp/jabanking/

　当会の概要や取扱商品 ・サービスをはじめ、採用情報などの各種情報が
ホームページでご覧いただけます。

取扱商品・サービスをはじめ、各種情報がホームページでご覧いただけます。

81

ＪＡ三重信連のご案内

～ＪＡ三重信連ホームページのご案内～

～ＪＡバンク三重ホームページのご案内～
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■法定開示項目（単体）農業協同組合法施行規則　第２０４条、第２０７条

Ⅰ　概況および組織に関する事項
　１　業務の運営の組織���������������30

　２　理事、経営管理委員および監事の氏名および役職名��30

　３　事務所の名称および所在地�����������31

　４　特定信用事業代理業者に関する事項�������31

Ⅱ　主要な業務の内容
　１　主要な業務の内容���������������27

Ⅲ　主要な業務に関する事項
　１　直近の事業年度における事業の概況����� 7 ～ 9

　２　直近の５事業年度における主要な業務の状況を示す指標

①経常収益�������������������50

②経常利益又は経常損失�������������50

③当期剰余金又は当期損失金�����������50

④出資金および出資口数�������������50

⑤純資産額�������������������50

⑥総資産額�������������������50

⑦貯金等残高������������������50

⑧貸出金残高������������������50

⑨有価証券残高�����������������50

⑩単体自己資本比率���������������50

⑪剰余金の配当の額���������������50

⑫職員数��������������������50

　３　直近の２事業年度における事業の状況を示す指標

①主要な業務の状況を示す指標������� 50 ～ 51

②貯金に関する指標���������������52

③貸出金等に関する指標���������� 52 ～ 56

④有価証券に関する指標�������������57

Ⅳ　業務の運営に関する事項
　１　リスク管理の体制���������������23

　２　法令遵守の体制����������������18

　３　�中小企業の経営の改善および地域の活性化のための 

取組状況�������������������26

　４　苦情処理措置および紛争解決措置の内容�����20

Ⅴ　�直近２事業年度における 
財産の状況に関する事項

　１　貸借対照表、損益計算書および剰余金処分計算書�� 35,36,38

　２　貸出金にかかる額およびその合計額

①破綻先債権に該当する貸出金����������55

②延滞債権に該当する貸出金�����������55

③３か月以上延滞債権に該当する貸出金������55

④貸出条件緩和債権に該当する貸出金�������55

　３　元本補填契約のある信託にかかる貸出金にかかる

　　　事項���������������������56

　４　自己資本の充実の状況���������� 62 ～ 77

　５　取得価額又は契約価額、時価および評価損益

①有価証券���������������� 58 ～ 59

②金銭の信託��������������� 59 ～ 60

③デリバティブ取引���������������60

④金融等デリバティブ取引������������60

⑤有価証券関連店頭デリバティブ取引�������60

　６　貸倒引当金の期末残高および期中の増減額����56

　７　貸出金償却の額����������������56

　８　会計監査人の監査���������������49

Ⅵ　役員報酬体系
　１　役員等の報酬体系������������ 78 ～ 79

81

このディスクロージャー誌は農業協同組合法第54条の３にもとづき作成しておりますが、農業協同組合法施行規
則における各項目は以下のページに掲載しています。索引
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〒514-0004 三重県津市栄町一丁目960番地　TEL 059-229-9020
https://www.jamie.or.jp/shinren/

●インキ：環境配慮型インキ（植物油インキ or ノンVOCインキ）
●印刷：有害な廃液を排出しない水なし印刷
●製造、廃棄に発生するCO₂をカーボンオフセット済
●CO₂排出量：1,789g/部
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